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全 1,305 例のうち，74％の 964 例が捨石マウンドを有する混成堤で，多くの防波堤が混成
堤形式で建設されていることが分かる．このうち，54％がケーソン式，消波ブロック被覆ケーソ
ン式が 23％と，ケーソン式混成堤が多く建設されている．運輸省（現国土交通省）直轄の防波
堤では，1993 年までに混成堤のケーソン約 9,000 函，消波ブロック被覆堤のケーソン約 7,000
函が供用されている（河合ら，1997）． 



























































































































































































国直轄防波堤では，1989～1993 年度の５年間に混成堤が 562 函，消波ブロック被覆堤が
469 函建設されている（河合ら，1997）．また，1993 年時点では全国に建設された混成堤は







深 30ｍ，最大設計波高 10ｍを超えるものも設計されている． 
このように，防波堤の設計条件が厳しくなるのにともない，ケーソンの規模も巨大化している．
1960 年代には，ケーソン１函の体積は平均的には 2,000m3 以下であったものが，1970 年以降，



















































1970 年，1991 年の３年では 200 件を超える被災を，1976 年，1979 年も 100 件を超える被災
件数を記録している．これは，1965 年の台風 6523 号，1970 年の台風 7010 号，1976 年の台
風 7617 号，1979 年の台風 7916 号，7920 号，1991 年の台風 9119 号による被害が多数記録
されていることが主な要因である． 
 




































































1991 年は総数 225 件のうち 150 件が台風 9119 号による被災である．この台風は，９月 26
日に宮古島の東を北上した後，進路を東に変えて 9 月 27 日に大型で非常に強い勢力を保ち
ながら佐世保市の南に上陸した（写真-2.1，図-2.9）．上陸後は日本海上を北東に進み，９月
28 日北海道渡島半島に再上陸した．中心気圧は 940hPa，最大風速は阿蘇山で 60.9m/s，広
島で 58.9m/s を記録した．この大型台風の接近，通過にともない，ほぼ全国沿岸に高波浪が
来襲し，９月 27 日には東シナ海，日本海，太平洋沿岸で有義波高４～10ｍが観測された． 
大きな災害をもたらしたこれらの３回の台風による被災件数を除外すると，平年では年間平
均 66.0 件の被災を受けている．また，比較的規模の大きい被災は年間平均 4.7 件である． 
 
 






ある．台風による被災件数が多いのは，1950 年のジェーン台風，1964 年の 20 号，1965 年の
24 号，1981 年の 15 号，1985 年の 13 号，1987 年の 12 号，1991 年の 19 号によって多くの被
災が発生しているためである．また，1965 年 9 月には台風 20，23，24 号が立て続けに来襲し，
多くの被災が発生している．さらに，1987 年の台風 8712 号によって８港湾が，1991 年の台風
9119 号によって 14 港湾が被災している． 
比較的規模の大きい被災について，被災の原因となった気象擾乱によって分類すると，44
16 
年間の被災件数 206 件のうち 112 件（54％）が台風によるもの，94 件（46％）が冬期風浪を代
表とする低気圧による被災である．低気圧による被災は，春夏期（４～９月）にはわずか 2 件と
少なく，大多数の 92 件が秋冬期の被災である． 
平年値として取り扱われる 30 年間（1961～1990 年）において，毎年 19～39 個の台風が発
生し，そのうち０～６個が日本に上陸している．平均では，年間 27.8 個の台風が発生し，そのう
ち 9.9％に当たる 2.8 個が上陸していることになる． 
1971～1997 年に本土に上陸した台風の上
陸時の中心気圧は，図-2.11 に示すように，
940～1,002hPa に分布し，平均 974hPa である．






被災件数が 16 件を記録しているのは 1991 年











































































1945年 1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年
件数 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月
● ◇ ○ □
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・ クラック → 鉄筋のサビ







被災が 48 件（23％）である．直立壁の 159 件のうち，







によれば，９年間に 581 件の被災が発生し，うち復旧工事金額 3,000 万円以上の被災が 227





転倒が 75 件（33％），基礎工が 59 件（26％）となっている．ケーソン壁や上部工の被災は，そ
れぞれ７件（３％），９件（４％）と件数は少ない． 











































































国直轄防波堤のうち，1993 年度末の時点で全国に建設された混成堤は 9,023 函，消波ブ





























































ぞれ 77 件（37％），80 件（39％），88 件（43％）である．このうち，被覆材と基礎捨石が同時に散











で波高が高くなるためである．また，被覆材か根固材が被災した 110 件のうち，45 件（41％）が
堤頭部で発生している．消波ブロックの被災では，38 件のうち，24 件（63％）が堤頭部におけ
る被災で，高い比率で発生していることが分かる． 
上部工が未施工の場合の被災では，30 件中 25 件が滑動災害で，これは堤体重量の不足
を原因としている． 
波力が増大し，衝撃波力が発生する可能性も高い高マウンド状態での被災は，根固設置
水深比ｄ/ｈが 0.4 以下の条件で発生した 49 件のうち，滑動災害が 20 件（滑動災害の 17％），
被覆材か根固材が散乱したケースが26件（散乱災害の24％）である．高マウンドによる災害は，
基礎マウンドでも多数発生していることが分かる． 
設計波高より高い波浪が来襲したケースでは，80 件のうち，ケーソンの滑動災害が 61 件
（滑動災害の 50％），被覆材か根固材の散乱が 33 件（散乱災害の 30％），消波ブロックの散





























































する限界耐力 Mcr としている． 
 ( ) tk
rc
sccr fh











































 Ｉc ：コンクリートの断面２次モーメント 
 Ｉs ：鉄筋の断面２次モーメント 
 ｎ ：鉄筋とコンクリートのヤング係数比 
 ｈrc ：断面高さ 














ββ                                 （2.3） 
 '8052.0 cuεβ +=                           （2.4） 
 '1 003.01 ckfk −=                        （2.5） 
ここに， 
 ε’cu ：コンクリートの終局圧縮ひずみ（＝0.0035（ｆ’ck≦50N/mm2）） 
 ｆ’ck ：コンクリートの設計基準強度 






















て，終局限界におけるコンクリートの圧縮強度は 30N/mm2 としている． 
 
2.4.2 被災事例の概要 









災原因等の解析を行った結果の一覧表である．ここで示した 1966～1997 年の約 30 年間に全
国の港湾においてケーソン壁が被災した事例は 29 ケースである． 























































No. 港    名  （施  設  名） 構造様式 被災年月 気象擾乱
1  十勝港 （南防波堤）  混成堤 1972/04 低気圧  ケーソン11函の上部工破損
2  八戸港 （河原木東堤Ⅰ区）  混成堤（被災時） （完成時消波工有） 1970/07 低気圧
 ケーソン４函が滑動，最大47cm
 （消波工施工中，上部工未施工）
3  八戸港 （河原木東堤Ⅱ区）  混成堤 1972/01 低気圧  ケーソン７函が滑動，最大19cm
4  八戸港 （八太郎北防波堤）  混成堤 1971/01 低気圧  ケーソン31函が滑動，最大636cm
5  小名浜港 （第一西防波堤）  混成堤 1971/04 低気圧  延長1,200ｍで根固・被覆・捨石が散乱 ケーソン29函が滑動，最大295cm
6  柏崎港 （西防波堤）  混成堤 1974/03 低気圧            －
7  酒田港 （北港離岸堤）  混成堤 1973/10 低気圧  817ｍにわたって滑動，最大386cm
8  新宮港 （北防波堤）  混成堤 1974/08 台風7416号  ４函が滑動，最大10cm
9  岩内港 （西防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド ８ｔ型） 1966/03 低気圧
 252ｍにわたって消波ブロック散乱
 89ｍにわたって上部工破損
10  岩内港 （西防波堤）  混成堤 1969/02 低気圧  ケーソン２函が滑動，最大155cm
11  姫川港 （西防波堤）  混成堤 1970/01 低気圧  ケーソン３函が滑動，最大870cm 根固・被覆工・小口止消波工が散乱
12  増毛港 （北防波堤）  混成堤 1977/04 低気圧  ケーソン３函が滑動，最大263cm
13  釧路港 （西港南防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 32ｔ型） 1981/08
台風
8115号  ケーソン壁の被災のみ
14  小名浜港 （沖防波堤）  混成堤 1981/08 台風8115号
 ケーソン６函が滑動，最大95cm
 根固工・基礎捨石が散乱





16  新宮港 （北防波堤）  混成堤 1982/09 台風8210号  ケーソン13函が滑動，最大326cm
17  Ａ港 （北防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 50ｔ型） 1987/02 低気圧
 ケーソン55函，内36函が400cm以上
 滑動，消波工が散乱
18  Ｂ港 （防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 32ｔ型） 1987/12 低気圧
 ケーソン１函が滑動，６ヶ月間で310cm
 ２函で上部工が破損





20  鵜殿港 （東防波堤）  混成堤 1990/11 台風9028号  ケーソン全10函が滑動，最大210cm
21  鹿島港 （南防波堤）  混成堤 1990/11 台風9028号  ケーソン１函の上部工が破損
22  むつ小川原港 （外港東防波堤）
 消波ブロック被覆堤
 （テトラポッド 50ｔ型） 1991/02 低気圧
 ケーソン21函が滑動，最大935cm
 消波ブロックが散乱・沈下
23  小本港 （小本浜沖防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 64ｔ型） 1991/02 低気圧
 ケーソン全９函が滑動，最大20ｍ
 全延長で消波ブロックが散乱・流失
24  南之浜港 （防波堤）  混成堤（突堤） 1991/09 台風9119号  ケーソン壁の被災のみ





26  八戸港 （中央第一防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 50ｔ型）
調査
1996 （不明）  ケーソン壁の被災のみ





28  和泊港 （防波堤）  混成堤 1997/08 台風9713号
 延長24ｍで上部工が破損
 一部で消波ブロックが散乱







 ２函が全壊，３函の港外側が半壊し後に全壊  衝撃波力，ケーソン前面の土砂堆積による 高マウンド状態あるいは急勾配状態
 滑動した２函の前面壁にクラック  衝撃波力，消波ブロック施工中で肩幅の広い高マウンド状態 上部コンクリートが未施工で前面壁が３辺固定上辺自由版状態
 滑動した６函の前面壁の
 上辺・側壁・隔壁沿いにクラック  衝撃波力，根固・被覆ブロックが大型で高マウンド状態
 滑動した18函の前面壁にクラック，
 貫通穴，中詰砂流出  衝撃波力，根固・被覆ブロックが大型で高マウンド状態
 滑動していない７函の前面壁に貫通穴，５函にクラック  衝撃波力，高マウンド
 １函が全壊，２函の前面壁に貫通穴，１函にクラック  衝撃波力，根固・被覆ブロックが大型で高マウンド状態





 １函の港外側が半壊  消波ブロックの衝突
 滑動した１函の港外側が半壊  衝撃波力，水深急変部
 滑動した１函の港外側が半壊  衝撃波力，急な海底勾配
 滑動した１函の前面壁に貫通穴，中詰砂流出  衝撃波力，岩礁地帯で水深が急変
 １函の前面壁に直径約1mの貫通穴，中詰砂流失  消波ブロックの衝突，施工時の消波工端部でブロックが動揺
 ３函の前面壁にクラック，中詰砂流出
 打込波により隔壁にクラック  衝撃波力，被覆ブロックが大型で高マウンド状態
 滑動した１函の前面壁に未貫通穴


















 １函が全壊  衝撃波力，ケーソン前面の土砂堆積による 高マウンド状態あるいは急勾配状態
 滑動した１函が全壊，２函に貫通穴  衝撃波力，隅角部保護の消波ブロック端部 海底地盤が変動し最大３ｍ水深が増大，異常な高波浪
 滑動した３函が全壊，上部工延長42m破損  衝撃波力，消波工の散乱・流失 異常な高波浪
 ２函が全壊，１函が半壊  衝撃波力，急勾配の海底 施工時に暫定堤頭函の沖側褄壁に波が作用
 ８函の前面壁に貫通穴，中詰砂が流出  消波ブロックの衝突
 11函に貫通穴，中詰流出，７函に鉄筋の露出
 ３函に消波ブロックの食込み  消波ブロックの衝突
 ３函の前面壁に貫通穴，中詰流出  消波ブロックの衝突
 堤頭函全体が２つに割れ，上側部分が下側に陥没  衝撃波力，急勾配の海底，堤頭函の褄壁に波浪が作用 根固ブロックの天端が高く，高マウンド状態

















盤の洗掘や土砂の堆積による衝撃砕波の発生が 10 件ある． 
設計値に対して被災時の波高とケーソンに作用した波圧を整理したものを，図-2.27 に示
す．波高比は被災時の波高Ｈa と設計波高Ｈd の比，最大波圧比は被災時の最大波圧の推定




































・消波ブロック端部の法面      （完成時／設計上，４）











































川原港の事例では，波圧比 1.9 であっても被災を免れている． 















































消波ブロックなど施工中       ケーソン自体の設計




        海底地盤の変動        消波ブロック散乱





































































































































































































































被災した港湾 No. （表-2.1 参照）
破損範囲 Ｌh/Ｌw


































隔壁         隔壁














































-1.2 -1.0 -0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2
①水平方向
    天端部
②水平方向
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    静水面部


























































は 1.0 以下である．クラックや貫通穴が明いた事例では，ひび割れ安全率 1.7～3.4，終局安全
率 1.0～2.6 に分布している．衝撃波力による被災は進行が速い
ことを考慮すると，静水面付近の鉛直方向の部材設計では，外






















































































































0.63，ＢM/Ｌが 0.07 で係数αI1 が
非常に小さいケースは，小名浜
港のケーソンである．衝撃波力係数は小さいが，波高が大きいため波圧係数は原設計の 1.35













前面の海底地盤が 1/30 と比較的衝撃砕波を誘発しやすい海底勾配であった． 
1987 年９月から 1988 年３月にかけて，低気圧による波浪を受けて堤頭ケーソンが累計






















































ｈは 0.58 であった．被災時は前面水深の増大により 0.46 と衝撃砕波が発生しやすい条件と
なっていた．衝撃波力式を適用して検討した結果，原設計で最大波圧 1.7ρwｇＨであったの
に対して，被災時は 2.5ρwｇＨとかなり衝撃的な波圧が発生していることが分かる．また，原設
計では最大波圧 133kN/m2 を想定していたのに対し，被災時には 232ｋN/m2 もの強い波圧が
作用している．このとき発生曲げモーメントは最大333kNmで，ひび割れ耐力150kNm，終局耐





























被災したケーソンは 1,700ｔ級で，前壁の厚さは 40cm，隔壁は 20cm で，損壊部の隔壁スパ
ンは 4.9ｍである．設計波高は大きいが前壁が薄く隔壁スパンが大きいのが特徴である． 











































































































































































５号函（全壊）   ４号函（半壊） 































































堤体幅を大きくし，かつ壁厚も 45cm から 70cm に大きくしていた．しかし，消波ブロックが散乱
して消波工端部が移動したため，本来完全に被覆されているはずのケーソンに衝撃波力が作





















































































れを根固ブロックとすれば，根固水深設置水深比ｄ/ｈは，７号函で 0.41，８号函で 0.49 とかな
り高いマウンドに相当する．衝撃波圧を考慮した波圧係数（高橋ら，1992a）ｐ/ρwｇＨでは，そ
れぞれ 2.8，2.3 である．これは，水理模型実験で得られた，消波ブロック天端が 2/3～1/3 に
低下した場合の，波圧係数 2.7 とよく一致しており，衝撃砕波が作用したことを示している． 
７，８号函に作用する被災時の衝撃波圧はそれぞれ，438，359ｋN/m2 となる．設計計算に
準じて４辺固定版にこれを等分布荷重として載荷した場合，発生曲げモーメントは静水面付近























詰材が流失している．また，ケーソン 4 函が最大 811cm 滑動している． 
この被災は 1987 年８月末の台風 8712 号の接近にともなうもので，来襲した波浪は３号函位
置で有義波高 8.3ｍに達し，設計波高 8.0ｍを上回っている．この防波堤はリーフ上に築造さ
れており，堤頭部の５，６号函部はリーフエッジとなり水深が 24ｍまで急激に大きくなっている．




































は最大 578ｋNm となり，ひび割れ限界 120ｋNm や終局破壊の限界 288ｋNm を超える大きな値
である． 
被災を受けなかった６号函は壁厚が 50cm で，静水面付近の部材のひび割れ限界は 189ｋ
Nm，終局限界は 457ｋNm と大きい値となる．発生する曲げモーメントが 201ｋNm であり，わず
かにひび割れ限界を上回っているが，その他の部位ではひび割れ限界にかなり余裕がある． 

























６号函    ５号函 





























































備  考 
貫通穴（拡大中） 4 1.0～1.5 下方へ長円形穴に拡大 
貫通穴 7 0.8～1.7 テトラ脚部と同形状の円形穴 
進行中 3 - テトラ脚部が食込み 


























































































































































































（5） ケーソン壁の被災は 32 年間で 29 事例であり，そのうち衝撃波力による被災は 23 事
例である．重複する被災原因を含めると，高マウンドによる衝撃波力の発生によるもの























































































質量 M の固体が水面に衝突・着水すると，固体の速度は V'N となる．このとき，楔形物体の
運動とともに一部の流体も運動することとなり，これを付加質量 M'とする．運動量保存則から 
 ( ) dtFMVVMM t





























面における楔形物体の幅 2ｂに相当する平板が無限流体中を V'N で運動するとしたときの解を
適用し，付加質量を次式のように示した．なお，流体が楔形物体の片方にしか存在しないため，




1' bM wπρ=                    （3.3） 
ここに，ρw は流体の密度である． 
楔形物体の着水面と水面のなす角度βは，Dead Rise Angle と称されている．ここでβ≪１
として，式（3.2）に代入すれば， 



























この Dead Rise Angleβが０°となったときの最大圧力の上限を水中での音速Ｃより次のように
示している． 
 CVp Nwρ=        （3.5） 























衝突する波頂高ηc の波面のうち，波頂からληc の部分が直立した水壁面として波速 CB
で衝突し，衝撃波力を発生させるものとすると，衝突から時間ｔが経過した時点での直柱に作
用する全衝撃波力 P は， 
 τβλρ
tKBHP PBBw tan
2=          （3.6） 

































                        β＝5.0°
                                                  β＝7.5°













2           （3.9） 
 
HV

















































 ( )txKVp Nw ,2
1 2ρ=       （3.13） 




























tVb N=       （3.15） 















+= βπpK      （3.17） 
をとる．極大値は時間によって変化せず一定値を保って移動する．この極大値が現れる接水


































tVP Nw=     （3.19） 
となる．第２項は-∞となってしまうが，後述するように，ｐ≧０の領域において第２項は第１項に
比較して小さい値となるため，大まかには合力を式（3.19）で評価できる． 
Wagner 理論の波力は Karman 理論のπ2/4 倍となっている．水面に衝突してから同一時間
経過後では，水面上昇によって接水幅がπ/2 倍となることを考慮すると，接水幅が同じであれ
ば波力はπ/2 倍となる．また，衝撃波力の継続時間が 2/π倍となるため，力積は等しくなる． 














































































x/B＝0.25                 0.50                 0.75






























Bagnold（1939）は，図-3.8 に示す AEB の部分の空気が上方に逃げられる場合でも，波面
の衝突速度ＶH と気中での音速 Ca に対して tanβ≦VH/Ca
であれば，空気が閉じ込められたのと同様な状態となり，







































ｔ/τ＝0.25                 0.50                 0.75                  1.00































xdKw −=ρ      （3.21） 
である．これに式（3.20）を代入して積分すると，初期条件は， 
 )(0 DxVdt
dx =−=   （3.22） 
であるから， 

































































































tKVpp w σγασσρ 200 sin2
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   0.5 (m)














算すると 9.3Mpa となり，現地スケールで計算した衝撃波圧の最大値 5.0Mpa の 1.9 倍もの大き
な波圧を示している．このとき，Ｔ＝0.024ｓ，現地スケール換算値 0.11ｓで，振動周期は現地ス





















KVwρ  （3.29） 
が得られる． 

















































   0.2 （ｍ）
   0.5 （ｍ）






























ρρ ω sinh00 −==−  （3.30） 
を導いている．ここに， 
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   0.01
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   0.19
74 
補正係数κm2 で補正すると，式（3.13）および（3.14）はそれぞれ次のように表される． 
 ( )txKCp Bw ,2

















































mBBwp HCP =   （3.40） 
 βπκτ cot
2 Bb






























































ρκκπκπτ =    （3.45） 
としている． 
δ＞β＞０のとき，Wagner 理論と Bagnold 理論の中間的な領域となる．高橋ら（1983）は，
Wagner 型の波圧が発生するものとし，空気層の介在によって波圧のピーク値が低下し，継続
時間が長くなるものとしている．β＝０°での Bagnold 型の波圧のピーク値ｐp（式（3.44））を






















































xdKw −=ρ      （3.49） 
である．また，分布バネの弾性係数ξとすると，受圧壁面の運動方程式は， 





















































κρ  （3.54） 
 
1−= ζ
ζκ         （3.55） 
となる．初期条件は， 
 )(0 DxVdt
dx =−=   （3.56） 
であるから，式（3.54）およびｘ＝Ｄ－Ｘより， 






































































































     （3.58） 
となる．初期条件ｔ＝０，ｘ＝０で積分すると， 








































































































































    2.0x10^6


















表-3.1 は，参考のためいくつかのケーソン壁の形状に対する弾性係数と波圧 100kN/m2 を
載荷した場合のたわみを示している．通常のケーソン壁の形状では，弾性係数が 100～







































   1.00（ｍ）
   0.50（ｍ）
   0.20（ｍ）
   0.10（ｍ）
   0.05（ｍ）
梁モデル 単位 Case-1 Case-2 Case-3 Case-4
スパン長 （ｍ） 6.00 5.00 4.50 4.00
厚さ （ｍ） 0.40 0.50 0.80 1.00
幅 （ｍ） 1.00 1.00 1.00 1.00
断面２次ﾓｰﾒﾝﾄ （m4） 5.33E-03 1.04E-02 4.27E-02 8.33E-02
最大たわみ （mm） 2.39 0.59 0.09 0.03
たわみ弾性係数 （MN/m2） 41.04 166.21 1037.63 3246.25
100kN/m2載荷時の弾性変位









cot2 σσ=       （3.67） 
で与えられる．ここに， 
  ｋ ：入射波の波数 
  σ ：入射波の振動数 
  ｔ1 ：衝突後の時間 




































= πτ     （3.70） 
である．水平版下面が波高の中分面に等しい場合（Ｒ＝０）は，揚圧力が無限大となるが，作





























































Ventilated shock，Bagnold 型に相当するものを Compression shock，混在型の Wagner 型に相





Wagner 型（単発型）          Bagnold 型（減衰振動型） 
82 




































縮尺 波圧係数 継続時間 




* Bagnold（1939） 模型実験 直立壁 Ｈ=25 孤立波 20 ～224 1 ～  5 
* Denny（1951） 模型実験 直立壁 - 孤立波 10 ～110 1 ～  10 
* Ross（1955） 模型実験 直立壁 - 規則波 10 ～120 1 ～ 10 
* 林（1956） 模型実験 直立壁 - 孤立波 5 ～ 40 7 ～  20 
* 永井（1958） 模型実験 直立壁 - 規則波 3 ～ 14 - 
* Rundgren(1958） 模型実験 直立壁 - 規則波 5 ～ 19 2 ～   7 
* 光易（1965） 模型実験 直立壁 - 規則波 5 ～ 20 10 ～ 50
合田・原中（1967） 模型実験 直立壁 Ｈ=7.9～9.3 規則波 10 ～144 1.2 ～ 20
谷本ら（1983） 模型実験 直立壁 Ｈ=35.1 規則波 45 ～300 5 ～ 60 
荒見・服部 
（1989，1990） 
模型実験 直立壁 Ｈ=7～9 規則波 ～ 42 0.5 ～ 13
安田ら（1993） 模型実験 直立壁 H=3.3～8.7 規則波 2 ～ 14 20 程度 
由井・服部（1993） 模型実験 直立壁 Ｈ=3～6 規則波 ～43.7 0.9 ～ 
田畑・中山（1996） 模型実験 直立壁 1 / 30 規則波 ～ 6   ～ 10 
広井（1908） 現地観測 
（小樽港） 
直立壁 1 / 1 不規則波 ～490ｋN - 




直立壁 1 / 1 不規則波 1 ～ 38 50 ～100




直立壁 Ｈb=450 不規則波   ～ 2.5 - 




直立壁 Ｈb=90 不規則波   ～ 4.6 - 




Beach 直立壁 Ｈb=80～130 不規則波 1.1 ～ 2.4 300～800
谷本ら（1978） 模型実験 水平版 Ｈ=10～24 規則波 1 ～ 11 - 





1 / 1 不規則波 0.6～1.5 
（平均値） 
500～900
小松原ら（1994） 模型実験 水平版 1 / 25 規則波 2 ～ 10 - 
永井ら（1966） 模型実験 水平版 1/10，1/20 規則波 1 ～  9 - 
高橋ら（1999b） 模型実験 水平版 H=10～60 規則波 1 ～ 23 1 ～ 35 





















































































































実験は，図-3.23 に示すような全長 105ｍ，幅３ｍ，深さ 2.2ｍの大型造波水路で行った．海







使用した実験模型は，有効スパン長 240cm，幅 40cm，厚さ 10～30cm の RC 梁である（写
真-3.2，表-3.3）．部材のスパン方向が水路の横断方向と平行になるように設置し，下から重複
波が作用するようにしている．両端は模型の支承部で，剛性を大きくして固定端としている． 





















































































写真-3.2 RC 梁模型 
88 
表-3.3 RC 梁模型の形状 
 
模  型 B10 B20 B30 
厚  さ （cm） 10 20 30 
標準配筋 D6 - 4 本 D10 - 4 本 D10 - 4 本 
端部補強筋 D10 - 3 本 D10 - 3 本 D13 - 3 本 
被  り （cm） 5.0 5.0 5.0 













衝撃波力は Bagnold 型と Wagner 型に大きく分類されるため，両方のケースが作用するよう
入射波，模型設置高さを設定した．模型厚さ 10～30cm に対して，入射波高 10～60cm，周期
２～４ｓを作用させた．模型位置での波長は 5.6～13.3ｍである．模型設置高さは，静水面上０
および 30cm とした． 





計測器の設置を図-3.24 に示す．水面変位（波高）は RC 梁の反射壁側と沖側に設置した
容量式波高計で，局所的な揚圧力（波圧）は模型の下面に貼り付けた20個の波圧計で，揚圧
力の合力は防水処理を施した引張圧縮両用の荷重計により計測した．波圧計は，波面の衝








ひずみゲージ 20 kHz である．ただし，荷重計は質量１ｔの模型を載荷した状態では 200Hz と
なる．加速度計の応答周波数は 42Hz であり，計測精度に問題が残るため，参考程度に留め
るものとする． 























（データ収録）  パソコン  （解析）  
（データ記録）  ハードディスク
模型上面















































 (a) 波面移動型  (b) 波面移動型（返しあり）















































Ｖ の 理 論 値 は ｘ ＝ ０ で
は,130cm/s で,ｘ＝40cm で






























































































































































として波圧がピーク値の 1/2 以上となる継続時間の 1.5 倍と定義すると，その作用時間は 34ms
である．波圧は反射壁近くで最も大きく 26kPa（8.8ρwｇＨ）で他の測点では 19kPa 程度の値と
なっている．波圧のピーク値に大きいばらつきは見られず，ピークとなる時刻はほぼ同時であ
る． 











































































































の比ＫP0＝ｐ/0.5ρwＶ2 は 30 となる．図-3.30 には，加速度も示しているが，1.5ｇにも達する大き
な加速度が得られており，その周期は 25ms 程度となっている． 
一方，（ｂ）は模型の反射壁側から衝突し，空気を巻き込まずに衝突点が造波機側へ移動





は 75ms と Bagnold 型よりやや長い． 
４つの波圧計位置を波面の衝突点が移動する時間は 32ms であり，波面の水平方向速度
は９m/s 程度である．なお，波面の上昇速度Ｖ＝1.28m/s とすると，ＫP0＝ｐ/0.5ρwＶ2 は 12 と
なる．図には加速度も示しており，（a）とほぼ同じ周期でその値は１ｇを越えている． 
 
 （2） 理論との比較 
Bagnold 型の場合，波圧の作用時間 τ は，式（3.34）で示した空気振動周期Ｔの 1/2 で表
される．幅ｂw の部材に衝突する水塊の付加質量の平均厚さＫ＝31.4cm（＝πｂw/4），大気圧
p0＝101.3kPa として計算すると，τ＝34ms では平均空気層厚Ｄ＝5cm が必要となる．空気圧
縮力を定義する Bagnold 数 βg は ρwｋＶ2/ｐ0Ｄであり，Ｖ＝0.93m/s では 0.056 となり，計算で
は 32kPa 程度の空気圧となる．実際には，波圧計で大きいところでも 26kPa であり，平均はそ
の半分である．計算値は空気漏れや受圧面の変位を想定していないものであり，これらを想
定すれば，この程度の値となるものと考えられる． 
Wagner 型の波圧では，水平方向の速度ＶN＝0.5πＶcotβ でＫP0 ＝0.5π２cotβ であり，
計算値は β＝6.5゜，Ｖ＝1.28m/s でＶN＝17.64m/s， ＫP0 ＝21 と大きい．ただし，Wagner 型
では水面上昇の効果で，それぞれの値が π/2 だけ大きくなるとしているが，その効果を見な
ければ，ＶN＝1.23m/s， ＫP0 ＝10．5 と近い値となる． 
 
（3） コンクリートのひずみ 
図-3.30（ａ），（ｂ）には，厚さ 10cm の RC 梁の合力とコンクリートのひずみの時間変化も示し




































































 S= 0, ｐ/ρｇＨ
         Ｐ/ρｇＨ
 S=30, ｐ/ρｇＨ























 S= 0, τp
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 S=30, τp
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g λλβ  （3.72） 
ここに，βg（＝ρwｋＶ2/ｐ0Ｄ）は Bagnold 数である．この式から，求められる空気圧縮圧力ｐ（高
橋ら，1978）と大気圧ｐ0 の比は βg の関数で表すことができる． 
図-3.33 に，Ｔ＝２ｓと４ｓ，ｓ＝０cm と 30cm の場合における波圧合力の平均値を波高で無次
元化したものを示す．図には式（3.72）から求められる計算値も示している．ただし，平均空気
層厚Ｄ＝５cm，衝突する水塊の付加質量の平均厚さＫ＝31.4cm，衝突速度Ｖは理論値を用
い，補正係数 λ１＝0.5（空気漏れの効果 0.7，平均の効果 0.7 程度）とした．計算値は実験値
の傾向と一致し，その値もかなり近い． 





1 VKp wPoρ=       （3.73） 


































  ｓ= 0cm，Ｔ=2ｓ
             Ｔ=4ｓ
  ｓ=30cm, Ｔ=2ｓ
             Ｔ=4ｓ
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3.3.6 RC 梁の動的応答特性 
（1） 梁の剛性と波圧合力 















を補正すると，ｄ＝10cm や 20cm の






































































３．４ 大規模実験による RC 部材の動的応答 
3.4.1 概要 
高橋ら（1999b）は，水理模型実験により鉄筋コンクリート（RC）部材に作用する衝撃波力の



























（2） RC 梁模型 
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空気を巻き込む Bagnold 型波圧が作用していたと考えられる． 
 
3.4.4 時間波形の特徴 
















































































































































































































































































3.4.6 RC 梁の応答特性 
（1） RC 梁の剛性と波圧の関係 


































図-3.47 RC 梁の厚さと波圧ピーク値 
 





























































































































































同形状で鉄筋量の異なる Type-A，Type-B の２種類の RC 梁を対象に実験を行った．RC
梁の形状は 100×100×400mm であり，長さ 360mm の異形鉄筋が圧縮縁から 75mm の位置に
設置されている．コンクリートの粗骨材最大寸法は 20mm であり，コンクリートの圧縮強度
45.8MPa である．模型は脱型後約９ヶ月気中養生している． 
Type-A は D10，Type-B は D13 の鉄筋を使用しており，鉄筋比はそれぞれ 0.95，1.69％で








Type-A D10 395 560 
















載荷変位 静的載荷試験のたわみの 70，80，90，100％ 
載荷振動数 1，5，10，20Hz 









重の３ケースの平均値は Type-A で 48.1kN，
Type-B で 48.6kN であった．最大荷重時の
梁中央におけるたわみの平均値は両 Type と




1.0 とすると，終局限界に対応する載荷重は 40kN である．なお，許容応力度法による耐力は































































































































 ｆyd/ｆys ＝ 1.24 + 0.06logε’  （3.76） 
 ｆcd/ｆcs ＝ 1. 49 + 0.27logε’ + 0.04（logε’）2 （3.77） 
ここに， 
 ｆyd ： 動的載荷に対する鉄筋の降伏強度 
 ｆys ： 静的載荷に対する鉄筋の降伏強度 
 ｆcd ： 動的載荷に対するコンクリートの圧縮強度 
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強度は 30.3～38.9N/mm2 であった．RC 版には鉄筋は D6 鉄筋を 100mm ピッチで 10 本配筋
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（2） 載荷重とひずみ 
図-3.56 に RC 版に載荷した荷重と変位，図-3.57 に荷重とコンクリート，鉄筋の平均ひずみ









間隔で見られた．幅は端部で 0.15mm，スパン中央で 0.08mm であった．荷重 15kN では，ひび
割れ本数は両端部で各４本，スパン中央部で９本に増加した．スパン中央でのひび割れ間隔
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のひずみは，中央で 1200μ，端部で 1800μであった． 
さらに載荷を続け，変位が 100mm を超えると、荷重が再び増加に転じ，荷重 42kN に達し
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衝撃波力による RC 梁の動的応答実験と同様に，大型造波水路の造波機から 42ｍ，水深
130cm の地点に反射壁と破壊実験用の模型を設置し，揚圧力による衝撃波力を作用させた． 
使用した実験模型は，有効スパン長 240cm，幅 100cm，厚さ５および８cm の RC 版である
（写真-3.7）．コンクリート打設後，実験開始までに１ヶ月間養生を行っている．配筋は単鉄筋と




考慮して厚さ５，８cm でそれぞれ 93，48ms である． 
厚さ５cm の RC 版は静水面上高さ 30cm，厚さ８cm の RC 版は静水面上に設置した．衝撃
波力は Bagnold 型と Wagner 型に大きく分類されるが，厚さ５cm の版には両方のケースが作用
するように入射波，模型設置高さを設定した．入射波周期２ｓのケースが Wagner 型衝撃波力





















写真-3.7 破壊実験の RC 版模型 
















厚さ８cm の RC 版を静水面上（ｓ＝０cm）に設置して波を作用させた場合の，揚圧力の合力
と鉄筋，コンクリートのひずみを図-3.59 に示す．計測した各ケース 15～30 波の個別の波につ
いて全 1,355 波のピーク値を，作用させた順に RC 版が破壊に至るまで並べたものである．計
測終了後に衝突した波を考慮すると，約 2,050 波を作用させている．図中のひび割れ限界と
終局限界の値は，等分布荷重に対する両端固定梁の曲げ理論によって算定したもので，それ
ぞれ 27kN，46kN である． 
周期２ｓ，波高 30cm とした時点でひずみと荷重の関係の傾きが，コンクリート端部の一部の
計測点で変化した（図中Ａ）．しかし，この時点ではクラックは観察されなかった．その後，ひび
ｔ =   5cm
ｓ = 30cm
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写真-3.8（5） RC 版の破断（Ｈ） 
 
 
厚さ５cm の RC 版を静水面上 30cm の高さに設置して波を作用させた場合の，揚圧力の合
力と鉄筋，コンクリートのひずみを図-3.60 に示す．計測した各ケース 15～30 波の個別の波に
ついて全 760 波のピーク値を，作用させた順に RC 版が破壊に至るまで並べたものである．波
高が低く波面が衝突しなかったケースや計測終了後に衝突した波を考慮すると，約 900 波を
作用させている．図中のひび割れ限界と終局限界の値は，静的載荷試験結果によるもので，
それぞれ 18kN，38kN である． 
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          鉄筋（端部）
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（1） 衝撃波力理論は，①衝突波面と RC 部材の間の封入空気を考慮するもの，②封入空
気を考慮しないものに分類できる．①は Bagnold 理論を代表とするもので，封入空気








（4） 中規模実験によって RC 部材に作用する揚圧力では，Bagnold 型と Wagner 型の衝撃
波力が発生していることが確認された．これらの波力のピーク値は理論式と比較的よく
一致している． 
（5） 衝撃波力によって RC 梁に発生するひずみは，版厚によらず静的荷重によるひずみ
より 25～35％小さい． 
（6） 大規模実験によって，実スケールの RC 梁に最大波高 2.25ｍの波を作用させた．波
面の乱れによる封入空気の影響が強く現れたこと，波圧計が大型であったことなどに
より，Wagner 型の衝撃波力は観測されなかった． 
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 pkuucum =++ &&&     （4.1） 
ここに， 
 ｍ ： 質量マトリクス 
 ｃ  ： 減衰マトリクス 
 ｋ ： 剛性マトリクス 
   ： 節点変位ベクトル，その時間微分ベクトル，２階の時間微分ベクトル 














 kmc rr βα +=       （4.2） 
構造物の事例調査によれば，解析対象の振動数が３Hz を越える場合には，αr を０として
第１項を無視しても良いものと報告されている（土岐，1981）．本研究の対象となるケーソン壁























































































































































































β  （4.4） 
ここに， 
 ｍij ： 質量部分マトリクス 
 ｋij  ： 剛性部分マトリクス 
    ： 節点変位部分ベクトル，その時間微分，２階の時間微分 



































































































































































































































β  （4.6） 












































































































































































































































































































































































































τ/2    τ         時間 ｔ
項  目 計算条件
 設計基準強度 24.0 N/mm2
 単位体積重量 24.0 kN/m3















中詰材の挙動は，ひずみが 10-5 以下であれば弾性体，10-5～10-3 ではせん断弾性定数と
減衰比で表現できる（石原，1990）．ここで，ケーソン壁を１辺 5.0ｍ，厚さ 0.4ｍの４辺固定版と







( ) ( ) 2/1'02117.2700 σeeG +−=    （4.8） 
角張った粒子からなる砂に対して， 
 
( ) ( ) 2/1'02197.2330 σeeG +−=    （4.9） 
である．ここに， 
 G  ： せん断弾性定数 
 ｅ  ： 間隙比 
 σ0‘ ： 平均拘束圧 
である． 
中詰材の材料は防波堤によって異なるが，砂に対しては式（4.8）の適用性が高い（石原，




 ( )GE ν+= 12        （4.10） 
表-4.2 中詰材の物理定数 
 
項  目 計算条件 備  考
 単位体積重量 20.0 kN/m3














































































の変位は 0.75mm となる． 
Ｎ値とせん断弾性定数Ｇの関係は式（4.11）で示され，多くの研究で定数ａ，ｂが報告されて
いる（原ら，1974；今井・吉村，1970 他）． 
























































  （4.12） 
ここに， 
G ： せん断弾性定数 
e ： 間隙比 





項  目 計算条件 備  考
 単位体積重量 20.0 kN/m3

















86.8cm，幅 78cm，水路法線方向長さ 60cm のアクリル樹脂製で，前壁は厚さ 10mm と 15mm の
２種類のものを作製している．この模型は隔壁のない１ブロック式であるため，現地ケーソンと
比較してケーソン前壁の両端固定部間のスパンが相対的に長い構造である．アクリル版の弾
性定数は 2.9x109N/m2 で，RC 版の 2.5×1010N/m2 より１オーダー小さいことと併せて，ひずみ
が大きく出やすい構造である． 















用するよう，波高を 19.2～56.9cm の範囲で変化させている． 
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射 波 は ， 周 期 2.08 ｓ ， 波 高


























































部  材 項  目 定   数 備   考
ケーソン 弾性定数 2.94×109 N/m2 短期弾性定数
（アクリル樹脂） ポアソン比 0.35
単位体積重量 11.7 kN/m3
中詰砂 弾性定数 1.46×107 N/m2
ポアソン比 0.30
単位体積重量 19.6 kN/m3




レーションでは，土圧のピーク値は 1.4kPa と波圧のピーク値の 80％を示している．すなわち，
土圧の抵抗力によって波圧の大部分が打ち消され，ケーソン壁に作用する外力は，実験デー


























































































































































































































































































































































































波圧を示している．波圧がピーク波圧の 1/2 以上を示している時間の 1.4 倍を作用時間と定義
すれば，作用時間は 54ms である．また，腰掛け波圧は５kPa（0.9ρwｇＨ）である． 
中詰砂の土圧は，波圧の時間変化にほぼ追随し，同時刻にピークを示している．土圧の
ピーク値は 18kPa で波圧のピーク値の 82％に達している．加速度は正のピーク値が 2.0m/s2，










































































ケーソン壁の慣性力 ｑap+ 水の付加質量力 ｑaw+
 波力 ｐs ｑes中詰砂のバネ力
中詰砂の慣性力
































































































































































































































































































ケーソン壁の厚さは 45cm である． 
入力した波圧の時系列波形は，衝
撃波圧のピーク値 500ｋN（観測最大波















































































































α max =  13.0 (m/s2)
   ｔ (sec)
150 
較して長いためケーソン壁は準静的応答を示しているが，ケーソンと捨石マウンド全体系の固









































































































































































































ｙ st = 11.4 (mm)
   ｔ/ＴN
τ
-  8.0
























α max =  13.0 (m/s2)
























































































































































































































































































































ｙ st = 11.4 (mm)
   ｔ/ＴN
τ
-  8.0






















α max =  13.0 (m/sec)






























































































































































































































































  ・震度           他  ・ケーソン形状
  ・マウンド形状
  ・滑動，転倒安定性




  ・部材の耐力                 他
設計条件
 ・材料強度，特性
 ・安全係数        他
 ・波浪，地形     他

























波圧理論として，古くは 19 世紀初頭に発表された Gerstner のトロコイド波理論や Airy のポ
テンシャル波理論が知られている．20 世紀に入り，Sainflou による重複波理論，広井による砕






















を 1.0 としている．砕波圧項については，波高水深比に応じて補正係数λ2 が 0.8～1.0 と変化
するものとし，砕波の作用が想定される波高水深比が 0.6 以上のとき，λ2 は 0.8 と最大の消波

































































波圧分布および記号を図-5.2 に示す．なお，矩形ケーソンに対して補正係数λi は１である． 
 DH1
* )cos1(75.0 λβη +=    （5.1） 





pp π=      （5.3） 































































πα  （5.7） 
ここに， 
 η* ：静水面上で波圧強度が０となる高さ（ｍ） 
 ｐ1 ：静水面における波圧強度（kN/m2） 
 ｐ2 ：海底面における波圧強度（kN/m2） 
 ｐ3 ：直立壁の底面における波圧強度（kN/m2） 
 ｐu ：直立壁の底面に作用する揚圧力（kN/m2） 
 ρw ：水の密度（t/m3） 
 ｇ ：重力加速度（m/s2） 
 βi ：波の主方向から±15°の範囲内で最も危険な方向と直立壁の法線の垂線
が成す角度（°） 
 λ1 およびλ2 ：波圧の補正係数 
 λ3 ：揚圧力の補正係数 
 ｈ ：直立壁の前面における水深（ｍ） 
 ｈb ：直立壁の前面から沖側へ有義波高の５倍の距離の地点における水深（ｍ） 
 ｄ ：マウンドの根固工または被覆工天端のうち，いずれか浅い水深（ｍ） 
 ｈ’ ：直立壁の底面の水深（ｍ） 
 Ｌ ：水深ｈにおける有義波周期に対応する波長（ｍ） 











α1 は浅海波で静水面における波圧ｐ1 は最大値 1.1，α2 は砕波直後の波が作用した場合
に最大値 1.1 となる．すなわち，合田式では砕波直後の波が防波堤に入射角±15°（β=
167 































M      （5.8） 
 θtan2.359.0 −=MC      （5.9） 
ここに， 
 Ｈ0 ：深海波高（ｍ） 




























なり，0.01～0.02 では２ρwｇＨb を上回る強大な波力が発生している． 
なお，沖波波形勾配 0.01 は，周期８ｓで波高１ｍ，周期 16ｓで波高４ｍに相当する．式（5.8）
で最大波力となる堤脚水深ｈM を算定すると，周期８～16ｓに対して海底勾配 1/15 のとき 1.2～
4.8ｍ，海底勾配 1/50 のとき 1.6～6.7ｍとなる．この海域に防波堤を築造するとすれば，捨石
マウンドや上部工の厚さを考慮して，直立壁は高さが最大４ｍ程度となる．よって，沖波波形勾
配が 0.01 より小さい領域は特殊なケースと考えられるため，ここでは特に検討は行わない． 
また，図より海底勾配が大きいほど波力が大きくなることが分かる．これは，水深が急激に
小さくなることによってエネルギーが集中し，波力が強くなる現象を示している．特に海底勾


















 Dw gHp ρβλαλαβ )cos)(cos1(5.0 22*111 ++=  （5.10） 
 ( )Iααα ,max 2* =      （5.11） 











































⎛ −= 6.036.012.093.011 h
dh
L





⎛ −−= 6.093.012.036.022 h
dh
L




































波長に対する捨石マウンド肩幅ＢM/Ｌから算定される．ｄ/ｈが 0.4，ＢM/Ｌが 0.12 のとき，式
（5.14）のαI1の最大値は 1.0，Ｈ/ｄ＞２の場合，αIは最大値 2.0 となる．このときαIはα2の最








ドが高い構造で，係数αI1は 0.5～0.9 に分布している．衝撃砕波力係数αIは 0.9～1.8，静水
面上の波圧ｐ1では 1.8～2.8ρwｇＨと大きな値を示している．これらのケースに対応する合田式






 gHp wρ5.1=        （5.19） 
ここに， 
 ｐ ：波圧強度（kN/m2） 
 ρw ：水の密度（t/m3） 
 ｇ ：重力加速度（m/s2） 
































































































Ｒ d = Ｒ（ｆ d = ｆ k/γ m）/γ b
照  査











   ・荷重係数γ f
   ・構造解析係数γ a
安全係数
   ・材料係数γ m





    ・衝撃波力に対するひずみ特性
    ・          〃            動的応答
    ・          〃            破壊特性
     【×】
     【×】
     【×】
 *衝撃波力の算定法
    ・波圧算定式
    ・実験値
    ・数値シミュレーション
 *波力．部材力の低減効果
    ・部材剛性の効果
    ・中詰材の効果
    ・マウンドの効果
 *断面力の算定モデル
    ・３辺固定上辺単純支持版
    ・荷重の分布形状
    ・数値シミュレーション
 【衝撃波力考慮







          【３辺固定,






































































































































































力の作用時間は 30～100ms である．また，「3.2.1 衝撃波圧理論」で示したように，空気を巻き
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込む Bagnold 型の波圧では，現地スケールでは数 10～数 100ms である．このように衝撃波力


































































=δ        （5.21） 
ここに， 
 Ｍ ：梁（ケーソン壁）の中央点の曲げモーメント（Nm） 
 ｑ ：分布荷重（N/m） 
 ｌ ：梁（ケーソン壁の隔壁）のスパン（ｍ） 
 δ ：梁（ケーソン壁）の中央点のたわみ（ｍ） 
 Ｅ ：梁（ケーソン壁）の弾性定数（N/m2） 





M=σ          （5.22） 
 Eεσ =          （5.23） 
ここに， 
 σ ：梁の中央点の曲げ圧縮応力（N/m2） 
 ｚ ：梁（ケーソン壁）の断面係数（m3） 








=         （5.24） 
ここに， 


































































































































































項   目 状   態 
ひ び 割 れ ひび割れにより美観を害するか，耐久性または水密性や気密性を損ねるかする状態 
変   形 変形が構造物の正常な使用状態に対して過大となる状態 
変   位 安定，平衡を失うまでには至らないが，正常な状態で使用するには変位が過大となる状態 
損   傷 構造物の各種の原因による損傷が生じ，そのまま使用するのが不適当となる状態 
























項   目 状   態 
断 面 破 壊 構造物または部材の断面が破壊を生じる状態 
剛 体 安 定 構造物の全体または一部が，一つの剛体として転倒その他により安定を失う状態 












「3.6.2 衝撃波力による破壊」で示したように，繰り返し作用する衝撃波力による RC 部材の
破壊は，低サイクル疲労の様相を示している．一度ひび割れが発生すると破壊が急速に進行












は 1.0 とされている．しかし，「3.6.2 衝撃波圧による破壊」に示したように，衝撃波力に対する
ひび割れ限界ひずみは静的ひずみの 40～60％であること，「3.3.6 RC 梁の動的応答特性」に
示したように，衝撃波力の作用によるひずみは静的載荷より 25～35％小さいことから，材料係
数は 1.5 に相当する．ただし，実設計の断面耐力の算定においては，「2.4.1 調査解析方法」
で仮定した部材断面のひずみ分布モデルの考え方の影響を受ける．このため，材料強度の
特性が必ずしも明確ではないため，この値を部材係数に含めるものとする．ひび割れ限界のコ



















安 全 係 数 ひ び 割 れ 限 界 終 局 限 界 
コンクリート 1.0 （1.0） 1.3 （1.3） 
材 料 係 数 γm 
鉄  筋 1.0 （1.0） 1.0 （1.0） 
荷 重 係 数 γf 波  力 1.3 （1.0） 1.3 （1.3） 
構 造 解 析 係 数 γi 1.0 （1.0） 1.0 （1.0） 
部 材 係 数 γb 2.0 （1.0） 1.15 （1.0～1.3） 





材 料 ひ び 割 れ 限 界 終 局 限 界 
設計基準強度 ｆ’ck 21 24 21 24 
設計圧縮強度 ｆ’cd - - 16.2 18.5 コ ン ク リ ー ト 
設計曲げ強度 ｆbd 3.2 3.5 - - 
規    格 - - SD295A SD345 
鉄 筋 





















































































・配筋              他











・海底地形              他
              【衝撃波力を考慮した
                          拡張合田式】
設計条件
材料の設計強度
























Ｓ d = Σγ aＳ（Ｆ d）
              【表-5.4】
              【表-5.3】
              【表-5.3】
              【表-5.3】
              【表-5.3】
              【表-5.3】
             【ひび割れ限界 ：
                  弾性ひび割れ】
             【終局限界 ：
                  等価応力ブロック】
              【等分布荷重】
              【３辺固定
                    上辺単純支持版】
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かる．元設計の壁厚は 40～50cm であり，15～40cm 程度壁厚が不足していることになる．また，
    (A)
    中央部
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1) 2) 3) 4)，6)
No. 港    名 被災 波高比 波圧比 幅 厚さ 4) 5) 6) 計算条件
レベル H'/H ｐ'max/ｐmax Ｌw （ｍ） ｔw （ｍ） 設計波 被災時
1  十勝港 × 1.20 1.01 4.78 0.45 0.60 0.60 －  設計波圧
5  小名浜港 △ 0.89 1.22 4.80 0.40 － 0.65 0.75  設計波高
8  新宮港 △ 1.38 0.97 4.80 0.40 0.60 0.60 －  設計波圧
12  増毛港 △ 0.80 0.86 4.75 0.50 － 0.70 0.80  設計波圧
14  小名浜港 △ 1.24 1.35 4.80 0.45 0.70 0.80 －  設計波圧
16  新宮港 △ 0.58 1.05 3.55 0.40 0.55 0.60 －  設計波高
18  Ｂ港 △ 0.89 1.74 4.05 0.45 0.75 0.80 －  設計波高
19  片泊港 × 1.04 3.96 4.45 0.40 0.55 0.95 －  設計波圧 （消波工有）
20  鵜殿港 △ 1.11 1.17 4.90 0.40 0.65 0.70 －  設計波圧
22  むつ小川原港 × 1.14 2.88 4.19 0.45 0.60 1.00 －  設計波圧 （消波工有）
23  小本港 × 1.08 3.10 4.55 0.50 0.60 1.00 －  設計波圧 （消波工有）
24  南之浜港 × 0.76 2.25 4.85 0.50 0.65 0.95 －  設計波圧 （前面壁）
28  和泊港 × 0.88 1.22 4.45 0.50 0.90 0.95 －  設計波圧
29  十勝港 △ 0.81 0.85 4.95 0.50 － 0.60 0.65  設計波圧
1) ×：全半壊，△：貫通穴，クラック
2) 波高比 = 被災時の波高／設計波高










































としては 60～100cm 必要であることが示された． 
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い，衝撃波力の特性や RC 部材の応答特性，破壊の進行特性について検討を行った． 
まず，衝撃波力理論や実験，数値シミュレーションから得られた既往の知見を調査し，衝撃





気の巻き込み量によって，Wagner 型と Bagnold 型の大きく２種類に分類できる．衝撃波圧は
ピーク値が非常に大きく作用時間が短いが，局所的であるため部材全体で平均すれば，作用
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表 A-1（1） ケーソン壁の被災事例 
 
No. 港    名  （施  設  名） 構造様式 被災年月 気象擾乱
1  十勝港 （南防波堤）  混成堤 1972/04 低気圧  ケーソン11函の上部工破損
2  八戸港 （河原木東堤Ⅰ区）  混成堤（被災時） （完成時消波工有） 1970/07 低気圧
 ケーソン４函が滑動，最大47cm
 （消波工施工中，上部工未施工）
3  八戸港 （河原木東堤Ⅱ区）  混成堤 1972/01 低気圧  ケーソン７函が滑動，最大19cm
4  八戸港 （八太郎北防波堤）  混成堤 1971/01 低気圧  ケーソン31函が滑動，最大636cm
5  小名浜港 （第一西防波堤）  混成堤 1971/04 低気圧  延長1,200ｍで根固・被覆・捨石が散乱 ケーソン29函が滑動，最大295cm
6  柏崎港 （西防波堤）  混成堤 1974/03 低気圧            －
7  酒田港 （北港離岸堤）  混成堤 1973/10 低気圧  817ｍにわたって滑動，最大386cm
8  新宮港 （北防波堤）  混成堤 1974/08 台風7416号  ４函が滑動，最大10cm
9  岩内港 （西防波堤）  消波ブロック被覆堤
 （テトラポッド ８ｔ型）
1966/03 低気圧  252ｍにわたって消波ブロック散乱
 89ｍにわたって上部工破損
10  岩内港 （西防波堤）  混成堤 1969/02 低気圧  ケーソン２函が滑動，最大155cm
11  姫川港 （西防波堤）  混成堤 1970/01 低気圧  ケーソン３函が滑動，最大870cm 根固・被覆工・小口止消波工が散乱
12  増毛港 （北防波堤）  混成堤 1977/04 低気圧  ケーソン３函が滑動，最大263cm





14  小名浜港 （沖防波堤）  混成堤 1981/08 台風8115号
 ケーソン６函が滑動，最大95cm
 根固工・基礎捨石が散乱






16  新宮港 （北防波堤）  混成堤 1982/09 台風8210号  ケーソン13函が滑動，最大326cm
17  Ａ港 （北防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 50ｔ型） 1987/02 低気圧
 ケーソン55函，内36函が400cm以上
 滑動，消波工が散乱
18  Ｂ港 （防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 32ｔ型） 1987/12 低気圧
 ケーソン１函が滑動，６ヶ月間で310cm
 ２函で上部工が破損





20  鵜殿港 （東防波堤）  混成堤 1990/11 台風9028号  ケーソン全10函が滑動，最大210cm
21  鹿島港 （南防波堤）  混成堤 1990/11 台風9028号  ケーソン１函の上部工が破損
22  むつ小川原港 （外港東防波堤）
 消波ブロック被覆堤
 （テトラポッド 50ｔ型） 1991/02 低気圧
 ケーソン21函が滑動，最大935cm
 消波ブロックが散乱・沈下
23  小本港 （小本浜沖防波堤）  消波ブロック被覆堤 （テトラポッド 64ｔ型） 1991/02 低気圧
 ケーソン全９函が滑動，最大20ｍ
 全延長で消波ブロックが散乱・流失
24  南之浜港 （防波堤）  混成堤（突堤） 1991/09 台風9119号  ケーソン壁の被災のみ


















28  和泊港 （防波堤）  混成堤 1997/08 台風9713号
 延長24ｍで上部工が破損
 一部で消波ブロックが散乱




表 A-1（2） ケーソン壁の被災事例 
 
ケーソン壁の被災状況 ケーソン壁の被災原因
 ２函が全壊，３函の港外側が半壊し後に全壊  衝撃波力，ケーソン前面の土砂堆積による 高マウンド状態あるいは急勾配状態
 滑動した２函の前面壁にクラック  衝撃波力，消波ブロック施工中で肩幅の広い高マウンド状態 上部コンクリートが未施工で前面壁が３辺固定上辺自由版状態
 滑動した６函の前面壁の
 上辺・側壁・隔壁沿いにクラック  衝撃波力，根固・被覆ブロックが大型で高マウンド状態
 滑動した18函の前面壁にクラック，
 貫通穴，中詰砂流出  衝撃波力，根固・被覆ブロックが大型で高マウンド状態
 滑動していない７函の前面壁に貫通穴，５函にクラック  衝撃波力，高マウンド
 １函が全壊，２函の前面壁に貫通穴，１函にクラック  衝撃波力，根固・被覆ブロックが大型で高マウンド状態





 １函の港外側が半壊  消波ブロックの衝突
 滑動した１函の港外側が半壊  衝撃波力，水深急変部
 滑動した１函の港外側が半壊  衝撃波力，急な海底勾配
 滑動した１函の前面壁に貫通穴，中詰砂流出  衝撃波力，岩礁地帯で水深が急変
 １函の前面壁に直径約1mの貫通穴，中詰砂流失  消波ブロックの衝突，施工時の消波工端部でブロックが動揺
 ３函の前面壁にクラック，中詰砂流出





















 １函が全壊  衝撃波力，ケーソン前面の土砂堆積による 高マウンド状態あるいは急勾配状態
 滑動した１函が全壊，２函に貫通穴  衝撃波力，隅角部保護の消波ブロック端部 海底地盤が変動し最大３ｍ水深が増大，異常な高波浪
 滑動した３函が全壊，上部工延長42m破損  衝撃波力，消波工の散乱・流失 異常な高波浪
 ２函が全壊，１函が半壊  衝撃波力，急勾配の海底 施工時に暫定堤頭函の沖側褄壁に波が作用




 ３函の前面壁に貫通穴，中詰流出  消波ブロックの衝突
 堤頭函全体が２つに割れ，上側部分が下側に陥没  衝撃波力，急勾配の海底，堤頭函の褄壁に波浪が作用 根固ブロックの天端が高く，高マウンド状態
 堤頭函の前面壁天端にクラック，貫通穴，3.5x4.0ｍ  衝撃波力，高マウンド 蓋コンクリートが破損し前面壁が３辺固定版へ遷移
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表 A-1（3） ケーソン壁の被災事例 
 
最大波高 有義波高 周期 波長 潮位 設置水深 波圧 波圧係数
No. 港      名 Ｈ'max Ｈ'1/3 Ｔ'1/3 Ｌ'1/3 ｔi' ｈ' ｐ'1 ｐ'1/ρｇＨ
（ｍ） （ｍ） （ｓ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （kPa） （－）
1  十勝港 7.8 4.8 13.2 119.0 + 1.9 1/ 10 - 7.0 100.3 1.37 
2  八戸港 6.7 4.8 9.0 77.1 + 1.5 1/ 100 - 7.2 91.7 1.32 
3  八戸港 6.1 4.6 10.5 93.2 + 1.5 1/ 100 - 7.5 121.5 1.97 
4  八戸港 7.6 6.1 11.5 108.1 + 1.5 1/ 150 - 8.5 123.2 1.46 
5  小名浜港 8.7 4.9 11.4 125.4 + 1.4 1/ 300 - 13.0 114.2 1.30 
6  柏崎港 6.3 4.2 11.4 101.1 + 0.8 1/ 100 - 8.0 82.6 1.18 
7  酒田港 7.0 － 10.5 95.5 + 0.5 1/ 100 - 9.0 146.7 2.08 
8  新宮港 11.9 5.8 11.9 101.6 + 2.0 1/ 15 - 6.0 102.9 1.50 
9  岩内港 4.0 － 11.0 81.1 + 0.7 1/ 50 - 5.2 58.1 0.99 
10  岩内港 － 5.2 11.0 108.7 + 0.4 1/ 10 - 11.0 96.6 1.11 
11  姫川港 7.9 － 14.1 133.8 + 0.8 1/ 10 - 9.0 103.2 1.36 
12  増毛港 8.0 4.8 9.1 80.3 + 0.3 1/ 10 - 9.0 130.7 1.51 
13  釧路港 － 5.9 9.9 100.2 + 1.5 1/ 100 - 11.0 58.5 0.71 
14  小名浜港 － 9.2 11.0 150.3 + 2.3 1/ 300 - 23.7 158.9 0.96 
15  御前崎港 12.8 7.2 13.0 149.2 + 1.8 1/ 170 - 13.4 84.3 0.73 
16  新宮港 6.0 4.2 12.5 117.7 + 1.9 1/ 150 - 8.0 154.4 2.03 
17  Ａ港 － － － － － 1/ － － － －
18  Ｂ港 － 5.9 10.3 97.5 + 0.5 1/ 30 - 10.0 232.2 2.53 
19  片泊港 14.9 8.3 12.9 144.8 + 2.5 1/ 10 - 12.0 367.4 2.71 
20  鵜殿港 10.2 7.1 12.5 135.0 + 2.8 1/ 100 - 10.6 134.5 1.24 
21  鹿島港 － 5.9 14.0 192.2 + 1.6 1/ 100 - 21.0 189.2 1.81 
22  むつ小川原港 14.8 9.9 13.4 168.6 + 1.9 1/ 70 - 16.8 438.4 2.86 
23  小本港 12.8 9.4 14.0 162.7 + 2.2 1/ 50 - 13.2 371.9 2.73 
24  南之浜港 11.4 6.8 13.4 139.9 + 2.2 1/ 10 - 10.0 273.4 2.50 
25  鹿島港 10.0 7.4 11.0 125.4 + 2.0 1/ 100 - 14.0 82.6 0.67 
26  八戸港 － － － － － 1/ － － － －
27  室津港 10.8 6.3 10.4 125.7 + 2.2 1/ 150 - 17.0 65.4 0.60 
28  和泊港 15.0 8.3 12.8 165.0 + 2.2 1/ 10 - 18.0 338.8 2.24 





表 A-1（4） ケーソン壁の被災事例 
 
最大波高 有義波高 周期 波長 潮位 設置水深 根固水深 ﾏｳﾝﾄﾞ肩幅 波圧式 波圧 波圧係数
Ｈmax Ｈ1/3 Ｔ1/3 Ｌ1/3 ｔi ｈ ｄ Ｂm ｐ1 ｐ1/ρｇＨ
（ｍ） （ｍ） （ｓ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （kPa） （－）
6.5 3.8 10.0 86.1 + 1.5 1/ 100 - 7.0 - 5.1 4.0 広井式 57.5 1.50 
－ 5.8 10.0 87.0 + 1.5 1/ 100 - 7.2 - 4.0 18.0 広井式6) 87.8 1.50 
－ 5.8 10.0 88.2 + 1.5 1/ 100 - 7.5 - 3.0 12.2 広井式6) 87.8 1.50 
－ 6.3 10.0 92.4 + 1.5 1/ 150 - 8.5 - 4.5 12.0 広井式6) 94.8 1.49 
9.8 6.2 14.0 158.1 + 1.4 1/ 300 - 13.0 - 6.0 12.0 広井式 93.9 1.50 
6.3 5.5 11.4 101.1 + 0.8 1/ 100 - 8.0 - 4.5 8.5 広井式 83.3 1.50 
7.0 － 10.5 95.5 + 0.5 1/ 100 - 9.0 - 3.5 17.0 広井式 106.0 1.50 
8.6 7.0 15.1 141.7 + 3.5 1/ 150 - 6.0 - 2.0 7.0 広井式Minikin式 106.0 1.50 
－ 5.2 11.0 79.0 + 0.4 1/ 50 - 5.2 － － 森平式 52.5 1.00 
－ 4.8 11.0 108.9 + 0.4 1/ 40 - 11.0 - 7.0 6.5 広井式 72.7 1.50 
－ 5.5 13.0 122.2 + 0.8 1/ 10 - 9.0 - 4.5 8.5 広井式 83.3 1.50 
10.0 6.9 10.0 89.5 + 0.3 1/ 10 - 9.0 - 4.3 8.3 広井式 103.8 1.50 
9.6 6.3 15.0 159.9 + 1.5 1/ 100 - 11.0 － － 合田式
消波工有
77.9 0.80 
－ 7.4 13.0 183.5 + 1.4 1/ 300 - 23.7 - 15.0 11.2 合田式 117.8 1.58 
12.4 9.5 16.0 187.0 + 1.7 1/ 170 - 13.4 - 7.5 33.4 合田式
消波工有
99.0 0.79 
－ 7.3 18.1 187.7 + 3.5 1/ 150 - 8.0 - 4.0 7.0 広井式Minikin式 147.2 1.50 
－ － － － － 1/ － － － － － － －
9.3 6.6 13.0 120.7 + 1.0 1/ 30 - 8.5 - 4.5 10.5 合田式 133.6 1.42 
－ 8.0 12.0 134.2 + 2.7 1/ 10 - 12.0 - 6.0 9.6 合田式消波工有 92.7 0.70 
9.2 6.8 18.1 179.9 + 1.8 1/ 100 - 8.7 - 5.5 12.7 合田式 114.9 1.20 
－ 6.0 14.0 191.9 + 1.5 1/ 100 - 21.0 - 9.7 10.0 部分砕波式 105.6 1.10 
13.0 7.1 13.0 152.9 + 1.5 1/ 70 - 14.6 - 10.5 35.0 合田式消波工有 152.2 1.03 
11.9 7.9 12.0 134.2 + 1.5 1/ 50 - 13.2 - 8.5 9.5 森平式 120.1 1.00 
15.0 10.7 14.6 153.5 + 2.2 1/ 10 - 10.0 - 8.5 7.5 合田式 121.4 0.80 
－ 8.6 14.0 162.9 + 1.4 1/ 100 - 14.0 - 8.5 7.0 合田式
消波工有
92.8 0.75 
10.9 6.3 13.0 158.4 + 1.5 1/ 100 - 16.0 - 10.5 32.0 合田式
消波工有
－ －
16.1 12.0 16.0 207.0 + 1.9 1/ 150 - 17.0 - 5.7 14.0 合田式
消波工有
152.2 0.94 
17.0 12.2 16.8 224.1 + 2.0 1/ 10 - 18.0 - 5.8 9.3 合田式 278.5 1.62 





表 A-1（5） ケーソン壁の被災事例 
 
波高比2) 波圧比3)  相対 ケーソン形状
No. 港      名 H'/H ｐ'1/ｐ1 設計 被災 4) マウンド肩幅 長さ 5) 幅 高さ 天端高
（－） （－） ｄ/ｈ ｄ'/ｈ' Ｂm/Ｌ Ｌc （ｍ） Ｂc （ｍ） Ｄc （ｍ） ｈc （ｍ）
1  十勝港 1.20 1.74 0.73 0.40 0.05 10.00 11.00 8.30 1.30 
2  八戸港 0.82 1.04 0.56 0.56 0.21 16.00 10.50 8.00 3.00 
3  八戸港 0.79 1.38 0.40 0.40 0.14 10.50 16.00 8.00 3.00 
4  八戸港 0.97 1.30 0.53 0.53 0.13 10.50 16.00 9.00 2.50 
5  小名浜港 0.89 1.22 0.46 0.46 0.08 10.00 13.00 9.50 2.50 
6  柏崎港 0.76 0.99 0.56 0.56 0.08 － 13.50 7.00 1.50 
7  酒田港 1.00 1.38 0.39 0.39 0.18 － 17.00 8.00 1.37 
8  新宮港 1.38 0.97 0.33 0.33 0.05 10.00 21.00 7.50 3.50 
9  岩内港 0.43 1.11 － － － 6.00 7.20 6.70 0.75 
10  岩内港 1.08 1.33 0.64 0.64 0.06 7.50 11.50 9.00 0.50 
11  姫川港 0.80 1.24 0.50 0.50 0.07 15.00 15.00 7.50 1.50 
12  増毛港 0.80 1.26 0.48 0.48 0.09 10.00 18.00 6.50 1.00 
13  釧路港 0.94 0.75 － 0.86 － 15.00 13.50 12.00 2.50 
14  小名浜港 1.24 1.35 0.63 0.63 0.06 15.00 20.00 19.00 2.50 
15  御前崎港 1.03 0.85 0.56 0.56 0.18 15.00 15.00 11.50 3.50 
16  新宮港 0.58 1.05 0.50 0.50 0.04 7.50 21.00 9.50 3.50 
17  Ａ港 － － － － － － － － －
18  Ｂ港 0.89 1.74 0.53 0.45 0.09 25.00 20.00 11.00 4.50 
19  片泊港 1.04 3.96 0.50 0.33 0.07 18.00 17.00 11.50 2.50 
20  鵜殿港 1.11 1.17 0.63 0.52 0.07 20.00 18.60 9.50 2.50 
21  鹿島港 0.98 1.79 0.46 0.38 0.05 15.00 17.00 17.00 3.00 
22  むつ小川原港 1.14 2.88 0.72 0.27 0.23 21.00 24.00 15.50 3.50 
23  小本港 1.08 3.10 0.64 0.27 0.07 14.00 17.00 12.50 2.50 
24  南之浜港 0.76 2.25 0.85 0.85 0.05 15.00 29.00 12.50 2.50 
25  鹿島港 0.85 0.89 0.61 0.61 0.04 15.00 17.00 13.00 3.00 
26  八戸港 － － 0.66 － 0.20 15.00 16.00 14.50 2.50 
27  室津港 0.67 0.43 0.34 0.34 0.07 14.00 24.30 10.50 2.80 
28  和泊港 0.88 1.22 0.32 0.32 0.04 12.00 27.00 16.50 3.50 
29  十勝港 0.81 0.85 0.57 0.57 0.08 20.00 20.50 10.50 2.50 
根固設置水深比
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表 A-1（6） ケーソン壁の被災事例 
 
ケーソン前壁の形状（１隔室当り）
中詰材 幅 高さ 厚さ 天端補強
Ｌw （ｍ） Ｄw （ｍ） ｔw （ｍ）
砂 4.78 8.05 0.45 － 注）
砂 5.23 7.75 0.40 ○ 1) No.１～8：谷本ら（1975），No.19：塩見ら（1994）
砂 5.05 7.75 0.40 ○ 2) 波高比 ： 被災時の最大波高と設計最大波高の比
砂 5.05 8.75 0.40 ○ （最大波高が不明のときは有義波高の比）
銅滓 4.80 9.25 0.40 ○ 3) 波圧比 ： 被災時の波圧と設計波圧の比
砂 5.10 6.75 0.40 － 4) 被災時の根固設置水深比 ： 
砂 5.40 7.75 0.40 ○ 海底地盤の変動や消波ブロックの散乱形状を考慮
砂 4.80 7.25 0.40 － 5) 長さＬc ： 防波堤法線方向のケーソン延長
砂 2.80 6.45 0.40 ○
（前壁の幅）
鉱滓 3.55 8.75 0.40 ○ 6) 滑動安定性に波圧式を適用，部材設計は波圧を無視
砂 4.90 7.25 0.40 －
砂 4.75 6.25 0.50 －
砂 4.90 11.70 0.40 ○
砂 4.80 18.68 0.45 ○
くず石 4.87 11.15 0.50 ○
礫,砂利 3.55 9.23 0.40 －
－ － － － －
砂 4.05 10.70 0.45 －
石 4.45 11.23 0.40 ○
砂 4.90 9.25 0.40 －
砂 4.90 16.70 0.40 ○
砂 4.19 15.20 0.45 ○
石 4.55 12.20 0.50 －
砂 4.85 12.25 0.50 ○
砂 3.70 12.70 0.40 ○
砂 4.89 14.20 0.45 ○
砂 4.54 10.15 0.50 －
石 4.45 16.20 0.50 ○






A-2.1 Ｂ港の被災 －高マウンド，消波ブロック端部の不完全被覆など－ 
（1） 概要 
Ｂ港は日本海沿岸に位置する北西向きに開口した湾に建設された専用港湾である（図
























認されている．被災した防波堤は，湾口部を 1/3 程度閉塞する形状の突堤で，延長 320ｍの
消波ブロック被覆ケーソン堤である． 
図 A-2 に，防波堤の被災ケーソン付近の平面図と被災ケーソンの断面図を示す．堤幹部











































表 A-2 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
換算沖波波高 H0’ （ｍ） 7.3 5.8～6.5  
有義波高 H1/3 （ｍ） 6.6 5.1～5.9 Ｈ1/3≧５ｍが４回来襲 
最大波高 Hmax （ｍ） 9.3 -  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 13.0 9.4～11.9  
入射角 β （deg） 0.0 0.0 波向ＮＷ 
設置水深 ｈ （ｍ） -8.5 -10.0 前面海底の洗掘 
潮  位 ｔ （ｍ） H.H.W.L.+1.00 0.25～0.50  




被災したケーソンは，幅 20ｍ，長さ 25ｍ，高さ 11ｍで質量 3,000ｔ級の大型ケーソンである．


































写真 A-1 ケーソンの被災状況 
 














備    考 
1987/ 9/ 7 - - 0  防波堤完成 




1988/ 1/ 9 5.1 9.4 142 クラック拡大 調査日 1/13 
1/24 5.3 9.4 149  調査日 2/1 




（2/13） - - 290  （）は調査日 










２号函              １号函（堤頭函） 














水深比ｄ/ｈは，原設計で 0.58 であったが，被災時は 0.46 と衝撃砕波が発生しやすい条件と
なっていた．衝撃波力を考慮した拡張合田式（高橋ら，1992）の算定値より，原設計で波圧係
数 1.7 であったのに対して，被災時は波圧係数 2.5 とかなり衝撃的な波圧が発生していたこと



















水平方向 天端部 端部 139.2  148.4  278.5  196.6  
中央部 139.2  148.4  278.5  68.2  
静水面部 端部 166.4  149.8  328.7  333.2  
中央部 89.1  146.9  181.7  166.2  
鉛直方向 天端部 端部 70.8  144.3  144.3  59.0  
中央部 112.8  146.0  226.8  227.4  
静水面部 端部 36.3  143.0  74.2  100.0  
中央部 38.5  143.5  78.6  68.5  
発生曲げ
モーメント位   置
断面耐力（kNm）
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 









Van der Meer（1988），高橋ら（1998）の方法で 9.8ｍ，9.9ｍとなる．よって，消波ブロックの安定
性は高く，設計波相当の波浪によっても，消波ブロックは被災しないものと思われる． 
 



















被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
消波ブロック 移動，散乱 Hudson式 7.7  テトラ50ｔ型
〃 〃 Van der Meer（1988） 5.2   〃，被災率０％
〃 〃 高橋ら（1998） 9.9   〃，被災率０％
被覆ブロック 移動，散乱 谷本ら（1982） 6.8  穴明方塊66ｔ型
ケーソン本体 滑動 波圧式：高橋ら（1992） 4.7  
ケーソン壁（静水面部） ひび割れ 波圧式：高橋ら（1992） 4.9  































1990 年に４函が設置されており，被災当時にはケーソン 10 函，延長 200ｍの島状防波堤であ
























図 A-3 被災ケーソンの断面図 
 
b） 自然条件 
台風 9028 号は勢力を強めながら，1990 年 11 月 29 日に沖縄の南東沖を通過した．その後
も台風は発達を続け，大型で並の勢力で同月 30 日に和歌山県白浜町の南に上陸した．この
台風の影響を受け，九州から関東に至る太平洋沿岸で，有義波高３～６ｍの高波浪が記録さ






表 A-6 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
換算沖波波高 H0’ （ｍ） 8.51 7.52 設計沖波 H0=10.2ｍ 
有義波高 H1/3 （ｍ） 6.8 7.1  
最大波高 Hmax （ｍ） 9.2 10.2  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 18.1 12.5  
入射角 β （deg） 0.0 0.0 補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -8.7 -10.6  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+1.82 最大 +2.80  
海底勾配 θ （-） 1/100 1/100  
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c） ケーソンの設計断面 
被災したケーソンは，標準函では幅 18.6ｍ，長さ 20ｍ，高さ 9.5ｍで質量 1,700ｔ級のケーソ









台風 9028 号にともなう高波浪によって，東防波堤のすべてのケーソンが 0.2～1.8ｍ滑動し
た（図 A-4）．図中には 1988 年の被災における滑動量も併せて示している．なお，この時点で
は T-1，H-1～3 ケーソンの４函が据付けられていた． 
1990年の高波浪では，特に堤頭部３函の滑動が顕著で，滑動量は0.8～1.8ｍである．最も




図 A-4 ケーソンの滑動状況 
 
 






堤頭函  ↓破損 ケーソン防波堤


















































































被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧：高橋ら（1992） 5.9  被災時最高潮位＋2.80
波圧：高橋ら（1992） 5.6  H.W.L.＋1.80
波圧：高橋ら（1992） 4.8  L.W.L.±0.00
ケーソン壁 ひび割れ 波圧：高橋ら（1992） 4.4  
（静水面部） 終局破壊 波圧：高橋ら（1992） － 砕波限界のため未達
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水平方向 天端部 端部 266.0  191.9  527.5  302.7  
中央部 101.0  181.1  207.4  117.5  
静水面部 端部 260.0  191.4  516.6  297.0  
中央部 134.7  183.2  275.7  144.6  
鉛直方向 静水面部 端部 96.1  179.8  197.3  89.1  
中央部 43.8  177.1  89.6  45.8  
位   置
断面耐力（kNm） 発生曲げ
モーメント
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
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A-2.3 小名浜港の被災 －高マウンド－ 
（1） 概要 
小名浜港は福島県いわき市に建設された，太平洋に面した重要港湾である．第一西防波
堤は全長 3,990ｍ，第二西防波堤は全長 1,900ｍ，沖防波堤は全長 3,300ｍにおよぶ長大な






































1969～1990 年の 22 年間の統計によれば，観測された年間最大波高は 5.7～11.8ｍ，有義
波高は 2.9～7.4ｍを記録している．このうち，18 年が低気圧，４年が台風に起因する波浪であ
った．最大波高，有義波高ともに最大値は 1989 年の台風によるものである． 
表 A-9 に設計条件と被災時の自然条件を示す．被災した第一西防波堤は，設計波高 6.2
ｍ，周期 14.0ｓである． 




浪は，有義波高の観測値 6.8ｍ，周期 14.7ｓであった． 
 
表 A-9 自然条件 
 





備  考 
有義波高 H1/3 （ｍ） 6.2 - 6.8 砕波 
最大波高 Hmax （ｍ） - 8.7 -  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 14.0 11.4 14.7  
波長 Ｌ1/3 （ｍ） 158.1 125.4 158.1  
入射角 β （deg） 20.0 SE  20.0 SE  20.0  
設置水深 ｈ （ｍ） -13.0 -13.0 -13.0  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+1.40 +1.4 +1.3  




第一西防波堤の被災ケーソンは，幅 13ｍ，長さ 10ｍ，高さ 9.5ｍで質量 725ｔの小型ケーソ
ンである．中詰材には単位体積質量2.2t/m3の銅滓が使用されている．前壁，隔壁の厚さはそ
れぞれ 40，20cm で，法線方向に隔室２室，隔壁スパンは 4.8ｍである．また，同じ防波堤法線
に設置された近接のケーソンは，ケーソン壁の損傷は見られないが滑動災害を受けている．こ













表 A-10 防波堤の被災状況 
 
ケーソン No. 被災区域 被災状況 備   考 
１～109 港外側 1200ｍ 根固工，被覆工，基礎捨石が散乱  
〃 港内側  447ｍ 根固工，被覆工，基礎捨石が散乱  
68～80 ケーソン 13 函 1971 年：ケーソン滑動，１～96cm  
66～81 ケーソン 16 函 1972 年：ケーソン滑動，１～295cm 滑動量は累計値 


















表 A-11 ケーソン壁の被災状況 
 
ケーソン No. 被災位置 被災状況 備   考 
85 前面壁 北側 クラック，4.0×5.0ｍ  














95 前面壁 北側 コンクリート剥離・貫通穴，5.0×4.5ｍ  
97 前面壁 北側 コンクリート剥離，1.7×1.7ｍ  
100 前面壁 南側 隔壁沿いにクラック，L1.5ｍ  
101 前面壁 南側 天端沿いにクラック，L3.1ｍ  
102 前面壁 北側 コンクリート剥離・貫通穴，1.5×2.2ｍ  





図 A-6 ケーソン壁の被災状況 
 
No.90 No.92









































水平方向 天端部  端部 86.0  101.6  154.0  90.2  
 中央部 39.3  99.6  71.5  45.0  
静水面部  端部 160.3  110.8  422.6  209.4  
 中央部 86.0  101.6  154.0  103.2  
鉛直方向 天端部  中央部 56.5  99.8  102.1  149.9  
静水面部  中央部 36.6  99.1  66.7  46.9  
位   置
断面耐力（kNm） 発生曲げ
モーメント
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 




















 破損ケーソン  滑動ケーソン
 ケーソン本体  滑動  波圧：高橋ら（1992） 5.4  5.0  
 被覆石   〃  谷本ら（1982） 2.0  －
 ケーソン壁（静水面）  ひび割れ  波圧：高橋ら（1992） 3.8  4.6  
























高さ約５ｍである．根固水深設置水深比ｄ/ｈは 0.57 で比較的高いマウンドである． 



















台風 9023 号による来襲波浪は周期が長いものの，最大波高が設計波高の 81％，有義波
高で 62％と小さいものであった（表 A-14）． 
 
表 A-14 自然条件 
 
 設計条件 被災時 備  考 
換算沖波 H0‘ （ｍ） 7.6 －  
有義波高 H1/3 （ｍ） 7.7 4.8 補正値 
最大波高 Hmax （ｍ） 10.2 8.3   〃 
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 15.0 15.8  
入射角 β （deg） 0.0 波向：SSE 補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -11.5 -11.5  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+1.50 最大 +1.38  

























































被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧：高橋ら（1992） 8.2  被災時最高潮位＋1.38
ケーソン壁 ひび割れ 〃 9.6  ４辺固定版
（天端部） 終局破壊 〃 砕波限界以上     〃
ケーソン壁 ひび割れ 〃 4.2  ３辺固定版（上辺自由）
（天端部） 終局破壊 〃 5.3      〃
↓隔壁       隔壁↓  
      天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
設計値 ひび割れ 終局破壊 ４辺固定 ３辺固定
水平方向 天端部 端部 127.1  181.9  234.0  95.7  228.3  
中央部 79.1  179.2  145.8  45.5  88.3  
静水面部 端部 274.3  194.0  584.0  214.3  225.6  
中央部 150.0  183.2  275.7  105.8  111.4  
鉛直方向 静水面部 端部 106.3  179.7  195.8  64.3  67.7  
中央部 74.7  178.2  137.8  47.6  34.4  
発生曲げモーメント
位   置
断面耐力（kNm）
A-33 







































図 A-9 被災ケーソンの断面図（被災①部） 
 
被災したケーソンは，幅 11ｍ，長さ 10ｍ，高さ 8.3ｍで質量 450ｔ級の小型ケーソンである．





7.9ｍ，長さ 9.3ｍ，高さ 7.9ｍ，質量 300ｔ級であり，被災①部のケーソンより小型のものである．






表 A-17 は，被災した防波堤の設計条件と被災時の波浪を示している．なお，1 月 13～17
日の高波浪では被災②部のケーソン４函の上部工が，２月 14，15 日には白灯台部の上部工
が，２月 27～29 日には被災①部のケーソン５函が破壊されている．写真 A-8 は，1 月 17 日に
南防波堤に衝突する波浪状況である．被災①部に激しいしぶきが上がっている． 
設計波向き ESE は，被災①部で入射角 15deg，被災②部で０deg に相当する．来襲した３





表 A-17 自然条件 
 
被災時期，被災位置 
１/13-17 ２/14，15 ２/27～29  設計条件 
被災②部 白灯台部 被災①部 
備  考 
有義波高 H1/3 （ｍ） 
① 3.8 
② 3.7 
6.1 5.5 4.8 
観測地点 
水深 13ｍ 
最大波高 Hmax （ｍ） 
① 6.5 
② 6.3 
7.3 7.8 7.8  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 10.0 14.9 13.1 13.2  


















潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+1.50 最大+1.32 最大+1.78 最大+1.89  






















表 A-18 ケーソンの被災状況 
 
被災期日 被災位置 被災状況 
１月 13～17 日 被災②部 延長 40.4ｍ（ケーソン４函分）の上部工が破壊・消失． 
２月 14，15 日 灯台基部 延長 6.6ｍの上部工が破壊・消失． 







































































水平方向 天端部 端部 135.5  148.8  246.2  253.8  
中央部 69.8  145.3  128.2  98.3  
静水面部 端部 135.5  148.8  246.2  248.6  
中央部 69.8  145.3  128.2  120.4  
鉛直方向 静水面部 端部 43.0  143.5  78.8  74.6  
中央部 43.0  143.5  78.8  39.0  
位   置
断面耐力（kNm） 発生曲げ
モーメント
被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧：高橋ら（1992） 4.7  被災時最高潮位＋1.89
ケーソン壁 ひび割れ 〃 3.5  ３辺固定上辺自由版
（天端部） 終局破壊 〃 5.0      〃
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
A-39 





















水平方向 天端部 端部 112.0  147.5  204.7  136.6  
中央部 45.2  144.0  83.0  52.9  
静水面部 端部 112.0  147.5  204.7  133.9  
中央部 69.8  145.3  128.2  65.0  
鉛直方向 静水面部 端部 43.0  143.5  78.8  40.2  
中央部 43.0  143.5  78.8  20.8  
位   置
断面耐力（kNm） 発生曲げ
モーメント
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
























建設地点の前面は海底勾配 1/10 と急勾配の岩礁である．被災位置では，水深 10ｍの海
底面を厚さ１～３ｍで床堀し，地盤レベル-11ｍを床付け面としている．捨石マウンドは厚さ１ｍ
で，洗掘防止対策として，周囲を根固方塊と水中コンクリートで埋め戻している．設計有義波






















瀬沖において波向き西南西，沖波波高 9.9ｍ，沖波周期 13.4ｓであった（表 A-22）．これは，設
計沖波波高 15.00ｍ，設計有義波高 10.70ｍ下回るが，高波浪が来襲したことは確かである．
なお，平島の南東約 30km の悪石島やすら浜港では，設計有義波高 7.7ｍ，設計周期 13.3ｓ





表 A-22 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
沖波波高 H0 （ｍ） 15.0 9.9 ウィルソン法推算値 
有義波高 H1/3 （ｍ） 10.7 6.8  
最大波高 Hmax （ｍ） 15.0 11.4 設計波≒砕波波高 
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 14.6 13.4  
入射角 β （deg） 57.0 側壁側 3.0 補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -10.0 -10.0  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+2.20 -  




写真 A-11 被災時の波浪の状況 
A-44 
c） ケーソンの設計断面 
被災したケーソンは，幅 29ｍ，長さ 15ｍ，高さ 12.5ｍで質量 2,700ｔ級のケーソンである．前























写真 A-12 ケーソンの被災状況 
 
６号函    ５号函   ４号函 
↓      ↓     ↓ 
５ ４





写真 A-13 ケーソンの被災状況（４号函） 
 
 
















被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動（前面壁） 波圧：合田式 10.7以上 原設計が砕波限界
滑動（褄壁） 波圧：2.5ρ w ｇＨ 2.2
転倒（褄壁） 波圧：2.5ρ w ｇＨ 3.7
ケーソン壁 ひび割れ 波圧：2.5ρ w ｇＨ 2.2
























水平方向 天端部 端部 167.0  185.3  340.0  358.3  
中央部 71.0  179.2  145.8  109.2  
静水面部 端部 260.0  191.4  516.6  535.8  
中央部 134.7  183.2  275.7  267.9  
鉛直方向 天端部 端部 95.8  179.8  196.5  107.5  
中央部 189.2  184.7  381.5  363.8  
静水面部 端部 95.8  179.8  196.5  161.0  
中央部 67.4  178.3  138.3  103.5  
発生曲げ
モーメント位   置
断面耐力（kNm）
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 














































３ ２ １ 
６
A-49 

















函では設計水深が 6.5～10ｍと大きく異なっている．平均的には海底勾配が 1/20 であり，特に









西防波堤     
東防波堤     
A-50 
 




低気圧の接近にともなう冬期風浪の影響を受けて，1977 年４月 23 日から次第に波高が高
くなり，同月 24 日まで激しい波浪が来襲していた．増毛港では最大波高 8.0ｍ，有義波高 4.8
ｍが記録されている．表 A-25 に設計条件と被災時の自然条件を示す．来襲した波浪は有義




表 A-25 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
沖波波高 H0 （ｍ） 8.3 -    
有義波高 H1/3 （ｍ） 6.9 4.8  
最大波高 Hmax （ｍ） 10.0 8.0  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 10.0 9.1  
波長 Ｌ1/3 （ｍ） 80.4 80.4  
入射角 β （deg） 0.0 0.0 補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -9.00 -9.00  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+0.30 0.30  




































なお，表中の波高観測値は，北東約 15km に位置する留萌港の水深 24ｍ地点の記録であ
る．浅水変形を考慮して換算すると，増毛港での波高がやや高い値を示すが大差はない． 
 















T（s） No.１ No.２ No.３ No.４ No.５ No.６ No.７ No.８








    
/10 8.2 5.9 10.0 2 20 9 1   
/10 9.0 6.8 12.0 6 82 28 1   
/11 5.5 3.1 9.0 10 295 54 3   
/12     
 
前面に方塊仮積み 
    
1975/ 1 7.2 4.3 8.8 12 292 158 9   








/11 7.5 4.3 9.2 55 77 11  
/12 7.5 4.9 10.5 157 221 23  










/11 7.8 5.7 10.1 164 250 99 0 0
1977/ 4 8.0 4.8 9.1 164 263 122 0 0
   ケーソン壁破損  
↓ ケーソン壁の損壊 


































水平方向 天端部 端部 228.0  189.3  457.3  255.1  
中央部 101.0  181.1  207.4  99.4  
静水面部 端部 228.0  189.3  457.3  254.4  
中央部 101.0  181.1  207.4  122.8  
鉛直方向 静水面部 端部 67.9  178.4  139.3  76.3  
中央部 43.9  177.2  89.9  43.0  
位   置
断面耐力（kNm） 発生曲げ
モーメント
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 






















② ケーソンを場所打ちコンクリートで前面側に 1.5ｍ拡幅し，隔室には割り石を充填する． 




としている．４～６号函部は 40ｔ型，７号函部以降には 50ｔ型の消波ブロックが設置された． 
 
 
被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧式：広井式 － 砕波限界のため未達
  〃 波圧式：高橋式 5.0
ケーソン壁 ひび割れ 波圧式：高橋式 3.4
（静水面部） 終局破壊 波圧式：高橋式 6.8
A-55 





























































この年８月末から９月初めにかけて和歌山県に台風 7416 号が来襲した．８月 30 日 11 時か
ら 9 月１日３時までの間，有義波高が４ｍを超える高波浪が防波堤に作用した．31 日 11 時に
は有義波高 5.8ｍ，最大波高 11.9ｍを記録している．なお，この波高は-14.5ｍ地点で観測さ
れた記録である． 
（1982 年，22 号函の被災時） 
この年８月に紀伊半島の東側を通過した台風 8210 号と９月の台風 8218 号によって高い波




台風 8218 号による波浪は欠測により，波高データは不明である．台風 8210 号と海象概要
を比較した結果，8210 号による波浪を下回る波高であったと思われる． 




表 A-29 自然条件（1974 年，４号函） 
 
   設計条件 台風 7416 備  考 
沖波波高 H0 （ｍ） 9.5 -  
有義波高 H1/3 （ｍ） 7.0 5.8 設計波：砕波 
最大波高 Hmax （ｍ） - 11.9  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 15.1 11.9  
波長 Ｌ1/3 （ｍ） 141.7 101.6  
入射角 β （deg） SE  10.0 10.0 数値は補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -6.0 -6.0  
潮  位 ｔ （ｍ） H.H.W.L.+3.50 最大+2.03 最大波高時+0.65 
海底勾配 θ （-） 1/150 1/15  
 
 




被災部 無被災部 台風 8210 
備  考 
沖波波高 H0 （ｍ） 10.2 10.2 -  
有義波高 H1/3 （ｍ） 7.3 *  8.4 4.2 * 隅角部割増 1.15 
最大波高 Hmax （ｍ） - - 6.0  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 18.1 18.1 12.5  
波長 Ｌ1/3 （ｍ） 187.7 187.7 117.7  
入射角 β （deg） SSE 7.8 SSE 7.8 7.8 数値は補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -8.0 -12.0 -8.0  
















被災した４号函を含む１～20 号函は，幅 21ｍ，長さ 10ｍ，高さ 7.5ｍで質量 910ｔの小型
ケーソンである．前壁，隔壁の厚さはそれぞれ 40，20cm で，法線方向に隔室２室，隔壁スパン
は 4.8ｍである．また，22 号函を含む 21～29 号函は，幅 21ｍ，長さ 7.5ｍ，高さ 9.5ｍで質量
925ｔ級である．前壁，隔壁の厚さはそれぞれ 40，20cm で，法線方向に隔室２室，隔壁スパン








直方向ともに鉄筋が D13，300mm ピッチとひび割れ筋程度の貧弱なものとなっている． 
この配筋図には，ケーソン壁の損傷状況も示している．鉄筋量が小さい部分で損傷してい
ることが分かる． 
なお，被災位置より隅角部側の被災を受けなかった 30～33 号函は，幅 23ｍ，長さ 8.2ｍ，








1974 年の被災では，３～６および 23～27 号函ケーソンが最大 17cm 滑動している（表 A-31，
図 A-18）．また，４号函のケーソン前壁の静水面付近に幅 4.0ｍ，高さ 1.6ｍの穴が明いている
（前掲の図 A-17）．コンクリートは剥離して鉄筋が露出しており，中詰砂も一部流失している．
また，同じケーソンのもう一方の隔室の前壁にはクラックが発生している． 
1982 年の被災では，９月 1 日に来襲した台風 8210 号による高波浪の作用を受けて，17～




９月 12 日に来襲した台風 8218 による高波浪の作用を受けて，22 号函の天端部分が損傷




表 A-31 ケーソンの被災状況 
 
ケーソン 区間延長 函底水深 被災状況  
No. （ｍ） （ｍ） 1974 年 1982 年 備  考 
1 ～ 2 20.0 -4.0 - -  
3 ～ 6 40.0  
滑動５～10cm 
４号函損傷 
- 図 A-18 




21 ～ 22 15.0 -6.0 - 滑動 26～326cm 図 A-19 
23 ～ 27 37.5  滑動３～17cm 22 号函損傷  
28 ～ 29 15.0  -   
30 ～ 33 32.8 -10.0 - -  
 
 
























写真 A-19 ケーソン壁の被災状況（22 号函，1982 年被災） 





















































表 A-33 防波堤各部の耐波限界波高（1974 年，４号函） 
 
↓隔壁       隔壁↓  
      天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
設計値 ひび割れ 終局破壊 ３辺固定 ４辺固定
水平方向 天端部 端部 127.7  117.6  225.7  207.1  59.3  
中央部 105.1  117.7  189.3  80.0  40.6  
静水面部 端部 127.7  117.6  225.7  202.5  171.4  
中央部 27.3  113.4  49.8  98.0  82.9  
鉛直方向 静水面部 端部 25.9  113.1  47.3  60.7  51.4  
中央部 25.9  113.1  47.3  32.8  46.4  
発生曲げモーメント
位   置
断面耐力（kNm）
被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧：高橋ら（1992） 6.0  被災時最高潮位＋2.03
ケーソン壁（静水面） ひび割れ 〃 3.6  ４辺固定版
〃 終局破壊 〃 3.6      〃
ケーソン壁（静水面） ひび割れ 〃 2.5  ３辺固定版（上辺自由）
〃 終局破壊 〃 5.3      〃
A-63 
（1982 年，22 号函の被災時） 
このケーソン壁は天端付近で損傷している．中詰材や蓋コンクリートの間詰の沈下などによ
り，蓋コンクリートが天端部を拘束できなくなり，ケーソン壁が３辺固定版の状態となった．表





1982 年の被災では，台風 8210 号による高波浪の作用を受けて，17～29 号函に顕著な














この 22 号函のケーソン壁の損傷は台風 8218 号の来襲後に発見されているが，滑動災害
の状況や海象状況から判断すると，台風 8210 号による被災と考えられる．台風 8210 号による
衝撃波力の作用によってケーソン壁に致命的なクラックが発生し，続く台風 8218 号の波浪に
よってコンクリートの剥離が発生したものと思われる． 
参考として，表 A-36 に被災ケーソンに隣接している 30 号函の耐波限界波高を示す．この
ケーソンは被災ケーソンより隅角部に近いため，波浪条件はより厳しい．しかし，設置水深
が-12ｍと大きいこともあって，ケーソンに作用する波圧は 1.4ρwｇＨと小さいものとなっている．
↓隔壁       隔壁↓  
      天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
設計値 ひび割れ 終局破壊 ３辺固定 ４辺固定
水平方向 天端部 端部 154.5  120.4  316.7  154.8  94.0  
中央部 79.9  116.3  145.1  67.4  33.2  
静水面部 端部 154.5  120.4  316.7  177.6  161.9  
中央部 78.8  116.2  143.3  80.3  80.7  
鉛直方向 静水面部 端部 59.2  114.6  107.9  53.3  48.6  
中央部 38.4  113.6  70.2  21.1  33.5  
発生曲げモーメント
位   置
断面耐力（kNm）
A-64 























被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧：高橋ら（1992） 5.9  最大波高時潮位＋1.87
ケーソン壁 ひび割れ 補正：上久保ら（2000） 3.6  ４辺固定版
（静水面） 終局破壊 7.8      〃
ケーソン壁 ひび割れ 3.3  ３辺固定版（上辺自由）
（静水面） 終局破壊 7.5      〃
被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
ケーソン本体 滑動 波圧：高橋ら（1992） 6.3  最大波高時潮位＋1.87
ケーソン壁 ひび割れ 補正：上久保ら（2000） 5.5  ４辺固定版
（静水面） 終局破壊 砕波限界以上     〃
ケーソン壁 ひび割れ 5.2  ３辺固定版（上辺自由）






















































































ロック被覆部の設計波を示している．完成時で 50 年確率波を想定して，有義波高 7.1ｍ，最大
波高 13.0ｍ，有義波周期 13.0ｓである．また，施工時は 10 年確率波とし，有義波高 6.9ｍ，最












有義波高 H1/3 （ｍ） 7.1 7.95 9.94 
最大波高 Hmax （ｍ） 13.0 14.0 14.77 
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 13.0 13.0 13.4 
入射角 β （deg） 0.0 0.0 0.0 
設置水深 ｈ （ｍ） -14.6 -14.6 -16.8 
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+1.50 H.W.L.+1.50 1.88 












波高の最大値 9.94ｍ，17 日１時に最大波高の最大値 14.77ｍ，最大周期 12.5ｓを記録した．






























備   考 
ケーソン幅 Ｂc （ｍ） 24.0 28.0  
〃   長さ Ｌc （ｍ） 21.0 21.0  
〃   高さ Ｄc （ｍ） 15.5 15.5  
〃   質量 Ｗc （ｔ） 3660.0 4460.0  
前壁厚 ｔc （cm） 45.0 70.0 側壁は 45.0 
隔壁スパン Ｌs （ｍ） 4.10～4.73 4.10～4.60  
中詰材 - - 砂 亜鉛鉱滓  
〃  質量 ρi （t/m

















ロックの被災断面は，前掲の図 A-21 に示している． 
隅角部北側消波工端部周辺の５～８号函は滑動している．特に前面の消波ブロックが散乱
し消波工天端が低下した６，７号函は大きく滑動している．その他，防波堤北端 360ｍの区間
では典型的な蛇行災害が発生しており，ケーソン 17 函が 0.1～５ｍ滑動している． 
 
表 A-39 東防波堤の被災状況 
 




隅角部北 ５号函 0.42  
 ６号函 5.99 
前壁に貫通穴（1.9×2.8ｍ，0.5×1.2ｍ×２ヶ所） 
７号函側の側壁に貫通穴（0.9×2.8ｍ） 
 ７号函 9.35 上部工の 1/6 を残してケーソンが全壊 
 ８号函 0.36 ７号函側の側壁に貫通穴（3.4×９ｍ） 
２～９号函 - 消波ブロックが前方へ散乱・流失 
32～48 号函 0.1～5.0 蛇行災害，48 号函は施工上の暫定堤頭函 


































は７号函で 0.41，８号函で 0.49 とかなり高いマウンドとなる．衝撃波圧を考慮した拡張合田式
（高橋ら，1992）で算定された波圧係数ｐ/ρwｇＨは，それぞれ 2.8，2.3 である．これは，模型実



























表 A-41 ケーソン壁各部の断面耐力（消波工端部：８号函） 
 
 
 ↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
設計値 ひび割れ 終局破壊
水平方向 天端部 端部 358.8  357.9  498.0  395.6  
中央部 151.9  349.1  208.6  102.3  
静水面部 端部 358.8  357.9  498.0  508.0  
中央部 223.7  353.1  308.7  255.6  
鉛直方向 天端部 端部 185.8  349.7  256.3  118.7  
中央部 185.8  349.7  256.3  341.0  
静水面部 端部 94.9  346.3  129.5  152.4  
中央部 63.7  345.5  86.2  105.2  
発生曲げ
モーメント位   置
断面耐力（kNm）
設計値 ひび割れ 終局破壊
水平方向 天端部 端部 208.8  148.4  278.5  483.6  
中央部 126.5  145.7  171.8  125.1  
静水面部 端部 208.8  148.4  278.5  621.0  
中央部 133.7  146.9  181.7  312.5  
鉛直方向 天端部 端部 106.2  144.3  144.3  145.1  
中央部 169.2  146.0  226.8  416.9  
静水面部 端部 54.5  143.0  74.2  186.3  
中央部 57.7  143.5  78.6  128.6  
発生曲げ












る Van Der Meer の式（1988），消波ブロック被覆堤を対象とした高橋らの式（1998）で検討した．
Van Der Meer 式は，本来傾斜堤のブロック重量算定式ではあるが，参考として適用を試みた．
また，シーロックの重量はＫD 値でテトラポッドから換算した． 
 




表 A-43 防波堤各部の耐波限界波高（消波ブロック端部：８号函） 
 
 
被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
消波ブロック 移動，散乱 Hudson式 7.7 テトラ 50ｔ型
〃 〃 Van der Meer（1988） 5.7  〃，被災率０％
〃 〃 高橋ら（1998） 4.9  〃，被災率０％
ケーソン本体 滑動 波圧式：谷本ら（1976） 12.0以上 消波ブロック被覆堤
〃 〃 波圧式：高橋ら（1992） 6.2 消波ブロック散乱後
ケーソン壁 ひび割れ 波圧式：谷本ら（1976） 10.0 消波ブロック被覆堤
（静水面部） ひび割れ 波圧式：高橋ら（1992） 4.2 消波ブロック散乱後
終局破壊 波圧式：高橋ら（1992） 6.3 〃
被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
消波ブロック 移動，散乱 Hudson式 8.2 シーロック50ｔ型
〃 〃 Van der Meer（1988） 6.1  〃，被災率０％
〃 〃 高橋ら（1998） 5.2  〃，被災率０％
ケーソン本体 滑動 波圧式：高橋ら（1992） 8.7 消波ブロック散乱後
〃 〃 波圧式：高橋ら（1992） 8.3 中詰め流出後
ケーソン壁 ひび割れ 波圧式：高橋ら（1992） 8.3

















































防波堤隅角部          ７号函 















６号函                ７号函（残骸）           ８号函 
↓                      ↓                 ↓ 
A-78 
A-4.2 小本港の被災 －消波ブロック散乱沈下による不完全被覆－ 
（1） 概要 
小本港は三陸海岸に建設された地方港湾である（写真 A-22）．この防波堤は 1984 年から
整備が始まり，沖防波堤は計画延長 450ｍのうち被災時には 108ｍが完成していた．この全延


































低気圧の接近にともなう冬期風浪の影響を受けて，1991 年２月 16 日午前４時頃から次第
に波高が高くなり，同日 12 時から約 20 時間に渡って設計波高を超える激しい波浪が来襲し
た．小本港の約 10km 北に位置する嶋之越漁港防波堤沖では，最大波高 13.94ｍ，有義波高
10.13ｍが記録されている． 







表 A-44 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
有義波高 H1/3 （ｍ） 7.9 9.4  
最大波高 Hmax （ｍ） 11.9 12.8  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 12.0 14.0  
入射角 β （deg） 4.0 0.0 補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -12.0～-13.20 -12.0～-13.20  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+1.50 最大 +2.15  








被災したケーソンは，幅 17ｍ，長さ 14ｍ，高さ 12.5ｍで質量 1,700ｔ級のケーソンである．前




















ケーソンの破損 備  考 
１号函 0.4   
２号函 3.0 上側高さ 3.5ｍ分が全壊 中詰石が散乱 
３号函 8.0  マウンド法肩沈下でケーソン傾斜 
４号函 4.0 上側高さ 6.0ｍ分が全壊 中詰石が散乱 
５号函 7.0 上側高さ 3.5ｍ分が全壊 中詰石が散乱 
６号函 4.0  マウンド沈下でケーソン傾斜 
７号函 3.0  マウンド洗掘でケーソン傾斜（大） 
８号函 20.0  マウンドから落下しケーソン傾斜 
９号函 3.0  
マウンド沈下でケーソン傾斜 
根固ブロック散乱 











































水平方向 天端部 端部 138.1  183.4  282.4  612.4  
中央部 71.0  179.2  145.8  266.9  
静水面部 端部 167.0  185.3  340.0  702.9  
中央部 71.0  179.2  145.8  317.7  
鉛直方向 静水面部 端部 68.1  178.5  139.8  210.9  
中央部 44.1  177.2  90.3  83.4  
位   置
断面耐力（kNm） 発生曲げ
モーメント
↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 










































被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
消波ブロック 移動，散乱 Hudson式 8.3 テトラ64ｔ型
〃 〃 Van der Meer（1988） 6.1  〃，被災率０％
〃 〃 高橋ら（1998） 5.4  〃，被災率０％
被覆ブロック 移動，散乱 谷本ら（1982） 5.5 方塊35ｔ型
ケーソン本体 滑動 波圧式：谷本ら（1976） 9.2 消波ブロック散乱前
〃   〃 波圧式：高橋ら（1992） 4.6 消波ブロック散乱後
ケーソン壁 ひび割れ 波圧式：高橋ら（1992） 3.3    〃
（静水面部） 終局破壊 波圧式：高橋ら（1992） 4.9    〃
A-85 
A-4.3 片泊港の被災 －消波ブロック散乱沈下による不完全被覆－ 
（1） 概要 
片泊港は鹿児島県の黒島に建設された地方港湾である（写真 A-25）．この港湾は 1973 年
からの改修計画により，本格的な整備が始まった．被災した防波堤は突堤状の消波ブロック被






































今回の被災は 1987 年８月末の台風 8712 号の接近にともなうもので，来襲した波浪は有義
波高 9.0ｍ，最大波高 16.2ｍに達している．過去にも，台風 8310 号や 8019 号，8110 号により














写真 A-26 被災時の波浪の状況 
 
A-88 
表 A-48 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
沖波波高 H0 （ｍ） - 10.2 ウィルソン法 















有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 12.0 12.9  
入射角 β （deg） 24.0 28.0 沖波 
設置水深 ｈ （ｍ） -7.0～-11.0 -8.5～-20.0 設計値はマウンド天端 
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+2.70 最大 +2.50  




被災したケーソンは，最も被災の激しい３号函で幅 17ｍ，長さ 18ｍ，高さ 11.5ｍ，質量
1,800ｔ級のケーソンである（表 A-49）．前壁の厚さは消波ブロック被覆部で 40cm，堤頭函で







表 A-49 ケーソンの形状 
 
 








備  考 
１号函 17.0×18.0× 9.5 40，20 4.45 1,561 テトラポッド 20t 型 
２号函 17.0×18.0× 9.5 40，20 4.45 1,561 ｼｪｰｸﾌﾞﾛｯｸ 50t 型 
３号函 17.0×18.0×11.5 40，20 4.45 1,798 ｼｪｰｸﾌﾞﾛｯｸ 50t 型 
４号函 17.0×18.0×11.5 40，20 4.45 1,798 ｼｪｰｸﾌﾞﾛｯｸ 64t 型 





この防波堤は建設中の期間も含めて過去にも何度か被災している．例えば，1980 年 10 月
には台風 8019 号によって，セルラーブロック部の消波ブロックが散乱している．1983 年９月に
は台風 8310 号によって有義波高 8.7ｍ，最大波高 15.7ｍ，周期 12ｓの波浪が来襲し，消波ブ
ロックが飛散，ケーソン２函が滑動，他の２函が傾斜するなど大きな被災を受けている．このとき，
災害復旧工事において，消波工端部にあたる４号函部の消波ブロックが，64ｔ型シェークブ






















ケーソンの破損 備  考 
セルラー部 - セルラーブロックが破損 パラペットが飛散 





３号函 - 上側半分が全壊  
４号函 8.11 ケーソン壁に貫通穴２ヶ所 直径１ｍ，1.5ｍ 
５号函 0.48 ケーソン壁に欠損 幅 4.5ｍ，高さ 6.5ｍの欠損２面 






















６号函    ５号函 


































































被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
消波ブロック 移動，散乱 Hudson式 7.9 ｼｪｰｸﾌﾞﾛｯｸ50ｔ型
〃 〃 Van der Meer（1988） 5.6  〃，被災率０％
〃 〃 高橋ら（1998） 5.3  〃，被災率０％
ケーソン本体 滑動 波圧式：谷本ら（1976） 5.7 消波ブロック散乱前
〃   〃 波圧式：高橋ら（1992） 3.8 消波ブロック散乱後
ケーソン壁 ひび割れ 波圧式：高橋ら（1992） 2.8    〃
（静水面部） 終局破壊 波圧式：高橋ら（1992） 5.1    〃
A-93 




















↓隔壁        隔壁↓    
    天端  天端 
端部  中央部 
 
静水面 静水面 
端部   中央部 
設計値 ひび割れ 終局破壊
水平方向 天端部 端部 87.1  116.7  175.0  331.9  
中央部 35.3  113.8  71.8  118.6  
静水面部 端部 149.0  120.3  287.6  578.3  
中央部 77.2  116.1  155.7  288.2  
鉛直方向 天端部 端部 51.2  114.1  104.0  99.6  
中央部 103.0  116.5  203.5  395.3  
静水面部 端部 51.2  114.1  104.0  173.5  
中央部 33.2  113.4  67.7  120.2  
発生曲げ
モーメント位   置
断面耐力（kNm）
設計値 ひび割れ 終局破壊
水平方向 天端部 端部 176.4  185.9  358.4  134.3  
中央部 46.0  177.7  94.1  40.8  
静水面部 端部 228.0  189.3  457.3  200.6  
中央部 134.7  183.2  275.7  100.5  
鉛直方向 天端部 端部 95.8  179.8  196.5  40.3  
中央部 167.1  183.5  338.9  136.0  
静水面部 端部 95.8  179.8  196.5  60.2  
中央部 43.6  177.1  89.3  38.6  
発生曲げ





















↓    ↓  ２号函 １号函  セルラーブロック 














































A-4.4 和泊港の被災 －消波ブロックの不完全被覆など－ 
（1） 概要 
和泊港は鹿児島県の沖永良部島の表玄関として整備されている地方港湾である（写真



















図 A-26，27 に防波堤の平面図と縦断面図を示す．被災した防波堤は，堤幹部の１～12 号
函が消波ブロック（ドロス 50ｔ型）により被覆されている．堤頭部 56ｍ，13～1７号函は混成堤で，

























及ばないものの，有義波高 8.3ｍ，最大波高 15.0ｍに達したものと推定されている． 
設計波は波向き SSE，入射角 36.0°と防波堤に斜めに入射することが想定されていた．ま




表 A-54 自然条件 
 
   設計条件 被災時 備  考 
沖波波高 H0 （ｍ） 11.8 9.8  
有義波高 H1/3 （ｍ） 12.2 8.3  
最大波高 Hmax （ｍ） 17.0 15.0  
有義波周期 Ｔ1/3 （ｓ） 16.8 12.8  
入射角（前壁） β1 （deg） （沖 SSE） 36.0 （ESE） 51.5 補正値 
〃  （側壁） β2 （deg） 24.0 8.5 補正値 
設置水深 ｈ （ｍ） -3.5～-18.00 -3.5～-18.00  
潮  位 ｔ （ｍ） H.W.L.+2.00 最大 +2.15  





























表 A-55 被災状況 
 
 ケーソンの破損 備  考 
17 号函 ケーソンが折損． 港外側の上部工が一部消失 
16 号函 なし 港外側の上部工が一部消失 
15 号函 なし  
14 号函 なし 港外側の上部工が一部消失 
13 号函 なし  



















して 1.39 と大きく減少していた． 
この資料では，ケーソン壁の被災の進行を次のように説明している．根固ブロックがケーソ
15 号函            16 号函                   17 号函   










ケーソン下側           根固ブロック 
































被災部位 被災の形式 検討方法 限界有義波高（ｍ） 備  考
消波ブロック 移動，散乱 Hudson式 11.8        ドロス 50ｔ型
ケーソン本体 滑動（側壁対象） 波圧式：高橋ら（1992） 4.5        部分消波
〃 転倒（側壁対象） 波圧式：高橋ら（1992） 4.3            〃
〃 転倒（前壁対象） 波圧式：高橋ら（1992） 16.2            〃
ケーソン壁 ひび割れ 波圧式：高橋ら（1992） 6.4        





























根固ブロック                         17 号函下側      


























１号函                        15  17 号函   
↓                        14 16 ↓   
被災位置 

























































0.0000 0.0152 0.0216 0.0230 0.0219 0.0180 0.0082 -0.0142 -0.0563
0.0000 0.0085 0.0108 0.0108 0.0102 0.0086 0.0041 -0.0076 -0.0304


































































































0.0000 0.0162 0.0180 0.0158 0.0151 0.0158 0.0135 -0.0040 -0.0558
0.0000 0.0084 0.0076 0.0058 0.0054 0.0062 0.0061 -0.0023 -0.0298


































































































0.0000 0.0171 0.0150 0.0111 0.0102 0.0125 0.0151 0.0039 -0.0531
0.0000 0.0083 0.0055 0.0030 0.0025 0.0040 0.0062 0.0017 -0.0283


































































































0.0000 0.0174 0.0127 0.0089 0.0083 0.0101 0.0144 0.0091 -0.0506
0.0000 0.0080 0.0040 0.0018 0.0015 0.0025 0.0053 0.0042 -0.0269





























































































λ = Ｌz/Ｌx ここに，
曲げモーメント（kNm） Ｋx，Ｋz ： Ｘ，Ｚ方向の曲げモーメント係数
水平Ｘ方向 ： Ｍx = ＫxｐＬx
2 Ｌx，Ｌz ： Ｘ，Ｚ方向の長さ（ｍ）
鉛直Ｙ方向 ： Ｍz = ＫzｐＬx

















































0.0000 0.0172 0.0108 0.0080 0.0077 0.0087 0.0128 0.0124 -0.0481
0.0000 0.0075 0.0029 0.0014 0.0012 0.0017 0.0042 0.0056 -0.0255


































































































0.0000 0.0166 0.0095 0.0078 0.0077 0.0080 0.0112 0.0145 -0.0455
0.0000 0.0069 0.0021 0.0012 0.0012 0.0014 0.0031 0.0064 -0.0241


































































































0.0000 0.0159 0.0085 0.0077 0.0078 0.0077 0.0098 0.0156 -0.0431
0.0000 0.0062 0.0016 0.0012 0.0013 0.0012 0.0023 0.0068 -0.0228


































































































0.0000 0.0151 0.0079 0.0077 0.0078 0.0077 0.0087 0.0162 -0.0407
0.0000 0.0056 0.0013 0.0013 0.0013 0.0012 0.0017 0.0068 -0.0215


































































































0.0000 0.0143 0.0076 0.0078 0.0078 0.0078 0.0080 0.0164 -0.0384
0.0000 0.0050 0.0012 0.0013 0.0013 0.0013 0.0013 0.0067 -0.0202
0.0000 -0.0128 -0.0131 -0.0130 -0.0130 -0.0130 -0.0132 -0.0114 0.0000
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